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Musa博物館学芸員課程年報　第20号
ひP．11’一”49，2◎◎6年3月

NPM、　PPPから考える指定管理者制度

日本社会教育学会六月集会　ラウンドテーブル①

　　　　　　　　　2005年6月5日（於　東京大学）

田中　孝男（九州大学）

大嶋　貴明（宮城県美術館）

瀧端　真理子（追手門学院大学）

　本ラウンドテーブルでは、指定管理者剃度の背景思想

であるNPM、　PPPを手がかりとした公共のあり方と、

制度の運用に関する問題点が報告、討論された。報告者

の田中孝男氏から、NPM、　PPPの思想・背景・制度の

概要と、H本の政府組織における展開状況、指定管理者

制度運用に望まれる視点、現状の評価、条例・制度・協

定の改：革案が報告された。大嶋貴明氏からは、博物館の

原理的基準と倫理規範から合意を形成し、それに照らし

た運営がなされるべきこと、また、ガバナンスには市民

の多様な判断が平等にたたかわされる土俵が必要だが、

指定管理者制度ありきでは、方向性が決まってしまわな

いか、という危惧が述べられた。

　田中氏からは、NPMで言うPlaR－Do－Seeは、連鎖構造

で現実には切り分け不能であること、アメリカでの行

政管理論の歴史的背景、公共の仕事を統制する原理と

しての法治主義について説明がなされた。また、市場

の原理で決められないこと（税金の配分）を議会の中で

決めるのが民主主義であり、サービスの水準や質を市

場でないところで決めて初めて醍醐味があることが述

べられた。さらに、公共が何であるかには多元的な考

え方があり、その決定を役所が独占するのは適切では

ないこと、NPO等市民社会の充実の中で、営利企業に

数億円の市場（パブリック・ビジネス）を「解放」するので

なく、多元的な公共の価値を、指定管理者制度という

ツールの中で、決めていかねばならない、との説明が

なされた。質疑応答では、NPOが指定管理者となった

場合、市民側のみが行政に情報を開示し評価されるの

かという問題、直営施設の会計データの不在、教育の

論理と行政法一般の枠組、憲法89条問題等が提起・議

論された。

※田中氏による当日配布資料は、本冊子40～49ページ

　に転載、併せてご覧下さい。

【瀧端1本Hは、「NPM、　PPPから考える指定管理者制

度」というタイトルで、九州大学大学院法学研究院の田中

孝男先生にお越しいただいています。田中先生は、後で

詳しく田中先生ご自身からお話ししていただこうと思い

ますが、北海道大学の法学部を卒業されてから、札幌市

役所に19年間程お勤めになられて、今春、2◎◎5年3月か

ら九州大学へ移られました。現職から大学へという、

ちょっと異例の経歴の方かと思います。

　私は今、社会教育の中でも博物館のことに関心を持っ

ています。この5年問ほどの問に博物館の世界で何が起

こったかというと、ミッション（使命）だとか、それから

ミッション・ステートメント（使命声明書）というのを、

何か博物館で書けという話が出てきました。それから評

価ですね。行政側の事務事業評価のような一連の評価の

流れがあります。そして、国立博物館が独立行政法人化

されました。江の島水族館にPFI（Prlvate　Finance

短宅ia之lve）が導入されたりとか。ミッションとか評価とか

独立行政法人、PFlという言葉が、ばらばらに紹介さ

れて、それらをつなぐものが何かがわからなかったので

す。

　それで悩んでいた時に、指定管理者制度が話題にの

ぼってきました。地方自治法の改正自体は2◎03年6月で

す。私が指定管理者鮒度という言葉を初めて聞いたの

は、2003年11月に大阪で開かれた日本博物館協会の全国

博物館大会の時で、その時に文科省からの説明で指定管

理者制度という言葉を初めて聞いたと思います。その時

に直感的に「何なんだろう、これは」と。社会教育の、fい

つでも、誰でも、どこでも」という原則が揺るがされるの

ではないのかと、直感的に思ったわけです。指定管理者

制度というのが今度できるらしい、ちょっとこれは注意
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したほうがいいんじゃないかなと思ってたんです。が、

その時点ではまだわからなくて、・　一…人で指定管理者制

度って何だろうと思ってました。

　京都生涯学習研究会で指定管理者制度について発表し

たりしているうちに、千葉県立中央博物館の林浩二さん

に、指定管理者制度のことを考えるんだったら田中孝男

さんという方がすごいホームページを作ってるから、ぜ

ひ田中さんのホームページ1を見てと言われて、それを読

ませていただきました。林さんに、指定管理者制度の背

景にどういう検討すべき課題があるか、とにかく網羅的

に今書いてくれてるのは田中さんだからと言われて、慌

ててそれを読みました。

　その後、日本史研究会で指定管理者綱度についてしゃ

べれと言われた時に、一番参考にさせていただいたのが

田町さんのホームページでした2。田申さんのホームペー

ジをもとに、自分の発表資料を作っている時に、今まで

5年間ほど博物館の世界で話題に上がったミッション、

評価、独立行政法人、PFI、それらを全部つなぐもの

がNPMの思想なんじゃないか、田中さんのホームペー

ジを拝見すると、指定管理者制度というのはNPMの思

想のもとに出来ているものなんだということが理解でき

たわけですね。

　指定管理者制度を反対とか悪い制度だとか、そこだけ

を言っても仕方がなくて、指定管理者制度の背景にある

NPMの思想というのを知らないと、そもそも批判が成

り立たないし、検討もできないと気づいたわけです。

　さらに、NPMだけではなく、どうもPPPというも

のがあるらしいことにも気づいて、私は単純にNPMが

欠陥のある制度だとすれば、新しいイギリスなどで起

こったPPPという制度を研究することによって、NP

Mのおかしなところを指摘していくことができたり、新

しく翻度設計していけるのかなというふうに考えまし

た。だけど、今日の田申さんのお話を伺うと、そう単純

なものでもないのがわかるかと思います。

　単純な指定管理者制度批判だけではなくて、それを批

判するんだったら、既に出来上がってしまった地方自治

法自体を再改正するという方向が一つあるかと思いま

す。再改正をしないのであれば、既に制度として指定管

理者制度が出来上がってしまっているわけですから、そ

れに対して主権者の側、市民や住民の側がどうやって指

定管理者制度をurントmu　一一ルあるいは監視していくの

か、監視のできる仕組みを作ることを考えていかなけれ

ばいけないと思います。ということは、同時に、市民の

モニタリング能力、監視する能力を高める必要があるの

ではないかと考えます。

　学会通信の中のご案内に書きましたように、社会経済

状況を踏まえた上で、公共的な価値をどう実現していく

のか、その水準の問題、それから公共等価値実現を担う

主体のあり方、これは田中先生の本から使わせていただ

いてるんですが、「自治体法執行主体」という言葉を田中

先生は使っていらっしゃいます。直営であったり、自治

体IH資法人であったり、あるいは民間企業であったり、

NPOだったりと、自治体法執行主体にさまざまな選択肢

が今出てきているわけですけれども、いずれにしても公

の施設を管理運営するには、当然そこに法的統制とか民

主的統制が働いていかなければいけない。その問題を考

えたいと思って、今日の企画を考えました。

　企画したのは私ですが、ラウンドテーブルを私がやり

出した時に、一・番最初にお招きしたゲストが宮城県美術

館の大嶋貴明さんで、その後学会にも入っていただきま

して、私とは違う発想、違う切り口からいつも切り込ん

でくださるので、今回、コーディネーターという形でお

願いしました。

　これから田中先生に大体90分目らいお話しいただい

て、1回休憩をとり、その後大嶋さんからコメントなり

質問なりをしてもらって、田中先生にまた答えていただ

いて、あとはフロアの皆さんと議論を進めていくという

形でやりたいと思います。それでは、田中先生、よろし

くお願いします。

【田中】九州大学の田中孝男といいます。専門外ですが、

このような席で報告をさせていただくことになりました

1　田中孝男「自治体法務（ホーム）パーク」http：／／www1．ocn．nejp／’‘houmu－tt／index．html

　また、田申氏による指定管理者鰯度に関する論考としては、以下の文献がある。田中孝男「指定管理者制度～指定手続条例のベンチマーキ

　ング～」『良治体法務ナビ』創刊準備号、第一法規、4－6頁、2004年。

2　N本史研究会での報告内容をもとに、下記の時評をまとめた。瀧端真理子f指定管理者制度から考える公立博物館の存続問題畑本史研究

　会『日本史研究』511号、109－l17頁、2005年。
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ので、どうかよろしくお願いいたします。

　先程ご紹介いただいたんですが、つい最：近まで、いわ

ゆる自治体の職員、普通の行政職員であったというのが

経歴になっております。教育関係の部門にいたことはあ

りませんので、どちらかというと総務系のラインとか、

退職する直前までは指定管理者、札幌市役所で指定管理

者を所管する課の、別の仕事ですけども、やっていたの

で、そういう動きとか経験というのがバックにはあると

いうことをちょっとお話しておきます。

　今の専門ですけれども、1頁（本冊子4◎頁）の注2のと

ころに書いているのですが、法律：学、いわゆる実定法学

と呼ば：れているところでして、具体的にロースクールの

学生に裁判で勝つ方法というか、そういうノウハウ等を

教える要員でもあるものですから、今日のお話の専門と

はちょっと違うところです。

　社会教育施設その他の関係ですが、在職中に役所の法

規審査の担当ということで教育委員会の法律相談、その

他の事務には携わっておりまずけれども、そういう観点

での仕事ですから、そこにいた方々とのコミュニケー

シSUンはあっても、私自身がやった仕事は、札幌市が埋

蔵文化財センターを作っていた時に、その条例案の担当

者などの条例をつくる人とお話をした、とかいうような

経験しかないので、そういう面での不明があるかもしれ

ません。それはお詫び申し上げます。

　報告ですが、目次に漢数字で一番から七番までありま

す。あらゆることをこのメモに書いてきただけですか

ら、90分という時間もあるので、時間を見ながら、ある

いは皆さんがもう見知っておられることについては省略

をしつつ、報告をしたいと思います。

　報告の趣旨・目的のところは、今、先生からお話があ

りましたので。New　Pttblic　M3Ragemegtとか、　Publlc

Private　Partnershipsという言葉が今の自治体その他行

政の現場では非常にはびこつてる。非常によく使われて

いる考え方ですから、一一般に巷で理解されている水準に

ついて、いわゆる役所の管理部門ではどういう理解を標

準的にしてるのかがわかっていただければなと思いま

す。

　その他、この分野の言葉というのは、学問的には行政

学とか政治学、それから経済学の中でよく使われている

言葉のようです。昨日、日本公共政策学会が浜松であり

まして、そこでも話したのですが、専門の先生から言わ

れたこどは、少なくともNPMの理論というのはミドル

エイジに差し掛かっている。古びた議論だ、というのが

行政学等の中では流行ってるというか主流になっている

のかもしれません。そういう意味では、私の報告も最先

端の議論ではないかもしれませんので、そのことをお断

りしたいと思います。

　今日の報告の方法ですが、基本的にはNPMと呼ばれ

ている考え方なり、PPPというのがその後に墨てきて

るのですが、その考え方をざっと紹介して。それから私

自身は今、役所で進められている運営が、理論家がどう

いうふうに言っているのかわからないのですが、NPM

なりPPPという考え方に沿った行政運営的なことを

やっているという観点から、そこの申で出てきている思

想的．・体系的な位置づけを明らかにし、こうしたことを

踏まえて、NPMとかPPPでどういうことが重要に

なってるのだと。重要になっていると言われているのに

対して、実際に指定管理者制度で少なくとも管理部門の

人が考えているのはどの程度のことで、どういうギャッ

プがあるのか、どういう問題があるのかといったような

ことについて、私の知る範囲でお話ができればと。これ

が、今日の大雑把な私のお話ししたい趣旨です。

　2頁の二で、この10年に行われたいろいろな動きが書

いてあるんですが、これは歴史的なことで、説明、紹介

については殆ど知っていることだと思いますので、省略

をしたいと思います。

　ただユ点、2頁（本冊子41頁）の、今年3月に畠された

総務省の通知。自治体の現場に、総務省からこういう行

革の通知が出されますと、それに沿って行革の計画をこ

ういうふうにつくりなさいという形で、来年以降の予算

とか言い方は悪いけど人減らしとか、そういう方向をか

たどる通知になっています。これは5年に一遍ぐらい最

近は出ているんですが、その通知の中で指定管理者のこ

とがいろいろ書かれています。単純に言うと、指定管理

者をちゃんと使いなさい、使えないのなら理由を説明し

なさいという趣旨のことがいっぱい書かれていることだ

け指摘しておきたいと思います。

　今日の説明の中心にしなければならないと思われる三

から少し細かく、お話をしたいと思います。

　このNPMという言葉がいっからどのような意味で使
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用されているのかは、実は明確ではありません。1980年

代の後、9◎年代初頭にはこういう言葉がよく出てきてい

ると思います。これは学問の世界や理論の世界から出て

きているものではなくて、ある学者が言っていた言葉の

ようですが、素早く動くアイデアの一群で、その核心は

アカデミズムから来たというよりも実践から、そして民

間から来た公共に対するマネジメントというか、管理の

あり方についてのお話だと思います。直訳しても新行政

管理とか新公共管理ですから。パブリック・マネジメン

トという言葉それ自体は、行政が管理するという言葉で

すので、1930年頃からずうっとあって、それにnewをつけ

たからつて、何がnewかというのは、意味を盛り込む人に

よって何とでもなるような言葉なわけです。

　NPMの名において何でもできたということではない

のかなと思いますが。H本で紹介されている中では、新

潟大学の大住先生が最もこの分野ではNew　Public　Man－

agementという言葉を使った本を多数出しておられまし

て、その著作で定義されている言葉というのは、「民間企

業における経営理念・手法、さらには成功事例などを可

能な限り行政現場に導入することを通じて行政部門の効

率化・漕性化を図ること」という言い方をしています。

　要するに民間でやっているだろうと思われるいろいろ

な仕組みを行政の部門に入れると。行政に入れるという

中では、民営化も含めたいろいろな議論がなされている

わけです。民営化もそうだし、民営化しなかったとした

ら、行政現場は民間のいわゆる管理の仕組みで回してい

く必要があるというか、回していったらいいんじゃない

かという一連の思想、動き、運動というのか、理論とい

うよりはそういうものであったのかなと思われます。

　その理論は、具体的には①から④と書いているのです

が、これを主要な要素にしていると言われております。

1つは業績／成果による統制といったような言い方。2

つ目が市場のメカニズムの活用ということ。これが先程

言った民営化もそうですし、仮に行政本体の仕組みで

あっても民間的な、市場メカニズムというのは契約型シ

ステムとか、そういう対等当事者による契約によってい

ろいろ決める、そういうものも全部この市場という言い

方の中に入れるようですが、そういうことも含めての言

葉。3点目の顧客主義ということ。それから4点目のヒ

エラルキーの簡素化といったような言葉、あるいは分権

化といった言葉で表されています。

　見てわかる通り、何かの基本的な考えから4つ要素が

理論的に整備されて出てきているという、論理の次元か

ら出ているともなかなか言い切れないようなところもあ

るんですが、そうした要素だと言われております。

　NPMそのものに批判的な立場の定義というのも、特

に自治体現場にNPMが入ってるのを見た時の定義です

が、「自治体を地域経営体とみなして、そこに民間企業の

経営管理を持ち込もうとする手法」というような言い方を

する文献もございます。

　政治・社会・経済的な背景として、一般的にはNPM

というのは、イギリスのサッチャリズムに結びつけて論

じられていることが多いと思われます。民営化とかマネ

ジメントとか民間化という言葉が、当時のサッチャーの

イギリスでの改革とマッチングしていたこともあって、

そういう言葉で出されていた。サッチャリズムの改革に

ついては、新自由主義と一般的に言われることが多いの

で、そういう言葉の一つの中ではないのかと。

　ただ、NPM的な考え方とか管理というのは、サッ

チャー政権になってからやったものではない。イギリス

では労働党政権の時にあったと言われています。NPM

としてドラスティックな改革と考えられているのが、90

年代初頭のニュージーランドの改革ですが、ニュージー

ランドで行われた改革は労働党が政権だった時ですの

で、そういうことは一般：的に考えられています。

　NPMの思想基盤は実践から出てきた考えだと言って

いますが、後付けをしたというか、サッチャー一首相等が

バックに持っておられたと思われる考え方、大住先生の

教科書が整理している背景思想というのは、学問的には

2つの学問に基づいています。1つが経済学における新

制度派経済学と、もう1つが経営学におけるネオ・テイ

ラー主義というふうに考えられています。

　新制引引経済学とか言ってるんですが、制度派経済学

の定義も実は人によってバラバラです。親制度派経済学

と通常言っているのは、アメリカの近代経済学、その中

でも新古典派経済学の議論です。この考え方の延長で、

数式を使った公共選択論がアメリカの公共経済学です。

これがその原型にあります。この考え方は、非常に理念

化されたモデルの中で市場という理想のものをつくっ

て、自由に経済取引をするという理想を追求する考え方
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です。この考え方の枠組みで、市場だけではなく、一つ

の行政組織・民間の会社の中でも全部その仕組みを数式

で全部取り入れて、制度を説明するという考え方のこと

です。制度派経済学という時には、ウエブレンという、

全然違う研究者の研究方法の系統の経済学もあるのです

が、大住さんらが取り入れる新制度派というのは、単純

に言うと数式と市場モデル、そこから出ているレッセ

フェール的な、自由放任的な考え方を思想基盤に持つい

ろいろな経済学の考え方を組織とか制度にも取り入れて

説明をしょうとする考え方です。

　それともう一つ、経営学におけるネオ・テイラー・…一主義

と書いたところです。テイラー主義という言葉について

はよくわかっておられるかもしれませんが、19世紀末ぐ

らいに、フォードとか大量生産の時代になった時に、分

業をして生産性を高めるといった形のいろいろな革命的

な仕組みが出来上がってきたわけですが、そこでテイ

ラーさんが思想的なバックにいたわけです。

　下の注18は少しわかりにくいかもしれません。科学的

管理法とかです。テイラー本人は、使用者が労働者を成

り行きのまま管理していたためにきちっと科学的な管理

をしないので、利益が出ると労働者に分配しないで利益

を全部資本家が取って、その資本家のまねをして他の競

合が人件費を切り下げて競争すると人件費の切り下げの

連鎖構造が続くので、それを何とかしょうと思ってつ

くった考え方です。本来は労働者のためにつくったつも

りの仕組みだったんです。それが専門化、課業分化する

とか。標準作業時間を設定して、その作業時事でできた

人に合格というか、超えた人にはいっぱい、今の成果主

義的、賃金的なものをあげたということがあるのです。

特にベテランの熟練工の人については、いわゆる企画と

か段取りとかいう仕事は全部ほかの主任にやらせるとか

専門化されたものですから、機械的な仕事しかできなく

なってきた。そういう職場の分業を極端に進めたため

に、人間疎外というか、そういう問題が起きたと一般的

に言われていまして、1933年頃のホーソン工場とか。こ

れはいろいろ知っておられる方が多いと思いますが、人

問関係学派とかが出てきて、・一旦は経営学では純粋なテ

イラー主義というのはなくなってきたというか、あまり

なくなったと思います。

　それが最近になりますと、コンピューターで動作時間

測定などができるようになってきたものですから、また

いろいろなことが数式化されてきていることなどもあっ

て、テイラー主義というものでまたやれるのではないか

ということでの思想的な、計画的とか目標による管理と

か、そういうものと連動をして実際に使われようとしてい

るというのが、NPMの思想基盤にあると思われます。

　NPMの骨子となる新制度派経済学は、実は2つの理

論をバックに持っていて、その1つがプリンシパル・エ

イジェント理論と呼ばれているもので、2つ目が取引コ

スト理論というものです。これは経済学の教科書などで

は、非常に難しい微分積分のいろいろな数式で証明をさ

れるんですが、単純に言うと、依頼人と代理人という形

にして、そこの問の契約関係にすると。現場の情報とい

うのは代理人だけにあるから、依頼人はわからないの

で、そのままだと情報が非対象的なので何を悪いことす

るかわからんと。そういうこともあるので、エイジェン

トについては意思決定に広い裁量を与えるけれども、で

きたこととできなかったことに対し報酬と制裁をしっか

りすると。それから情報が非対象的になるからわからな

くなったら上るので、エイジェントの情報公開をしっか

りするし、エイジェントをきちっとモニタリング（監視）

をするということが必要なんで。つまり、プリンシパ

ル・エイジェント理論ではエイジェントに意思決定の裁

量を与えて、報酬と制裁情報を盛り込む。きちっと機能

させるための前提として、エイジェント側の情報公開と

プリンシパルの側にきちっとしたモニタリング能力がな

ければならないということになります。

　取引コストの話はいろいろ述べられているのですが、

モニタリングをするとなると、外部に出すのか組織内部

でやるのか、どちらの方がコストが大きくなるか小さく

なるかで、単純に言うと子会社化するのか内閣化するの

かと、会社で言えばですね。そういう方向について見る

のが取引コスト理論である。

　ネオ・テイラー主義については、業績を測定するとい

う意味での科学的管理法で、Xンピューターを使う、活

用していろいろやろうということです。

　諸外国の行財政運営の改革が、90年末、80年代の後半

から財政が厳しくなってきたなどもあって、世界的な行

革が進んでいるんですが、そうした中でこのNPMとい

うのが非常に喧伝されて使われてきたものです。
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　外国のいろいろな改革をしているNPMには3つの潮

流があると書われておりまして、それが3頁（本冊子42

頁）の①、②、③で、契約モデル、顧客選択モデル、市民

主導モデルと呼ばれているものです。

　プリンシパル・エイジェント理論その他、何がどっち

ともわかりにくいんですけれども、市場メカニズムとか

民営化とかを強調するのが顧客選択のモデルで、契約モ

デルというのは、行政組織内部は民間の仕組みを一一生懸

命取り入れるけれども、行政組織の効率化のほうを主に

見ている。市民主導モデルは、参加とかそういう部分に

力を入れているものとされていますが、日本で紹介され

る諸文献はこういう分類があるとされながらも、①と②

については一生懸命紹介するのですが、③についてはほ

とんど紹介がない。特にデンマークについては紹介して

いるのは、結局はスウェーデンと岡じものみたいな仕組

みの話ばっかりで、OECDの分類では市民主導モデル

がデンマークなのだけれども、実は説明もなされていな

いという状況になっています。オランダの改革について

は、実は少しだけわかっているんですが、ティルブル

ク・モデルという、ティルブルクって小さな町があるそ

うですが、ここで行われたNPM的な改革のことです。

　イギリスの改革等が民営化とか強制競争入札とかドラ

スティックな改革だったのに対して、そこまでのことは

大陸型諸国ではやりにくいということで行われたのがオ

ランダのティルブルク・モデルです。その後ドイツでは

これを参考に改革が行われているようです。

　主要国としての分類の中では、アメリカ、ドイツが入っ

てないので、アメリカとドイツについては加えました。ド

イツについては、オランダのティルブルクの改革が成功し

たのを踏まえて、New　Steering　Model（NSM）と書いて

ありますが、これはドイツ語でNeue　Steuer｛mftgsmodell

という新制御主義という言い方をして、NPMとはなるべ

く言わないようです。ドイツでは、NSMにしているよう

です。

　アメリカの改革もイギリスほどのことをやっていたわ

けではなくて、アメリカの場合、自治体レベルで破産と

かが相次いだこともあって、鉄鋼で廃れたクリーブラン

ドとかを再生させる行革施策をマネジメントでいろいろ

やってたんです。アメリカの行政組織については、福祉

とかをやる部門が自治体の主たるものでなくて、産業振

興とかが。公営住宅は特定の行政組織がやるとか、

ちょっと特殊な事案だからちょっと違うやり方でやって

いたんですが。アメリカでもクリントン政権下の申でN

PRとか書葉はいろいろ幽てきているんですが、業績評

価法の仕組みとか慮治体レベルでの成功を受けた改革を

含めようとしてやってきたものですが、英米ですので相

互協力は、共鳴はし合ってるんですが、若干イギリスと

アメリカとでやっていることは違っていたと言われてい

ます。

　ただ、現行のブッシュ政権が掲げているいろいろな改

革の中身は、新保守主義というか、市場原理主義的なも

のですので、申身的にはサッチャー政権の時に言ってい

たような入札制度。日本で言えばその入札制度をまね

て、今、市場化テストという仕組みを入れている、入れ

ようとしてるんですが、そういうようなものでやろうと

しています。

　古典的なNPMというのは、住民とか市民というのは

お殿様、会社でいうお客様ということを見立てて、それ

で営利企業の経営主義的な経営を導入するということだ

けに主眼を置いていたのかなと思います。ただ最近で

は、住民の参加とか協働といった’醤葉が入ってきて、そ

ういう文献にも非常に入ってきていて、よく唱えていま

して。それが一番最初のところに書いている下線のとこ

ろになるんですが、なぜNPM、先ほど言ったプリンシ

パル・エイジェント理論とか新制度派経済学とかネオ・

テイラー主義の中から、参加とか協働が入っていくのか

という思想的な基盤は、実は余りないのではないのか

と。アカデミックな議論というよりは、周りで参加とか

協働とかがないとうまく進んでいってないので取り入れ

ているのではと、うがって見てもいいと思われます。

　臼本の政府における展開状況は、基本的には改革派と

言われていた三重県の北川（前）知事県政下で進められて

いた諸改革がNPM的手法で、国レベルでは中央省庁の

再編とか、独立行政法人の創設がこのNPMの手法とし

て使われたものです。この需葉も、多少新しい行政運営

という言葉の中でやろうとしている、いろいろな政府の

文書の中でちらちら出てきているという状況なのかなと

思います。

　その後、4頁（本冊子43頁）、右側の四のPPPという

言葉が出てきました。サッチャー政権では公共サービス
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の民間化をいっぱいやったわけです。極端なやつは入札

をやって、今、市場化テストと言って日本で入れようと

しているようなことは、イギリスでle年以上前に実践を

したわけです。直営でやっている企業も現業部門も含め

て、民間企業も含めて全部入札でやってしまったわけで

す。入札で落ちたところにサービスを与えていたという

やり方をしていました。現行のブレア政権の考えでは、

公共サービスの質的な改善は不十分だったということか

ら、行政のスリム化、官から民へという考え方に加え

て、行政、民間企業、それから国民・住民との役割と責

任というのを再構築するという考え方で出してきているの

が、PPPと呼ばれている言葉になっているようです。

　これは、公共サービスをどういうふうにやるのかとい

うところで、自的としては単純な民営化論ではなくて、

サービスの重要性というのを再認識して質を高める時

に、官民の協力を進めるというものです、，実践的なアプ

ローチとして、公的資金によるユニバーサルサービスと

いう。いつでも、どこでも、だれでも平等にそういう

サービスを提供しなきゃだめという考え方がユニバーサ

ルサービスの考え方で、昔はよく電話のサービスがこれ

だと思われていました。そうした重要性を再認識するこ

と、明確な基準を作ること等がなされることがPPPの

意味のようです。

　PPPの思想背景には「第三の道」と呼ばれている思想

があると語られているところです。第三の道それ自体

は、ギデンズという社会学者が言っている言葉だそうで

すので、これは私よりも皆さんのほうが詳しいかもしれ

ませんので、余り深くはお話ししません。ブレア政権の

ブレーンと言われているギデンズが、第一・の道という昔

風な社会民主主義でもなく、サッチャリズムでもなく、

その中道を行くということで提唱されている考え方のよ

うですが、そういう話だけして終わりにします。

　実際に第三の道の議論などについては、クリントン政

権がこの言葉を使用して一緒に考えていたこともあっ

て、日本の民主党が使おうかなとしているうちに、アメ

リカの政権が代わりましたし、日本でも十分に理解しな

いうちに物事が進んでいます。

　PPPは、社会資本の整備という観点からの手法とし

ては、先程出たPFIの手法と密接な関連性を有してい

ますから、日本の産業界では、PFIの発展型がPPP

だと理解しているところが多いと思います。

　NPM時代に使われていた価格だけの競争入札じゃな

く、ベスト・バリュー方式とかいろいろ需っているので

すが、やっていることはそんなに変わらないと私は思い

ます。ただ、必要な前提の基盤ということで、適切な財

政資金の供給から明確な証拠に基づく決定までのPPP

の前提として6つの要件があるとか、民間が仮に担った

時にどういうことが必要なのかということで情報公開と

説明責任、その他契約書の作成を行政側がやるとか、そ

うした民間実施をする時の5つの要件などがPPPを発

展させる時の核だと考えられているようです。

　臼本ではなぜか、PPPという言葉を臼本版PPPと

書い換えて、「公共サービスの卜占開放」という言葉を

使っております。つまり一面的なのですね。イギリスで

のPPPは、単純な民営化を反省して、もう・一・一・一回役割を

再確認しようということで使っていたのを、日本では民

間に開放するためのツーールとしてPPPを使おうという

意図的な言葉の変質があるわけです。

　実は、この指定管理者制度と呼ばれているものも、識

者はPPPとしてやってるんだというようなこと、そう

いう意味でよく使ってるんですが、当然先程言ったPF

I、社会資本整備に公金を使うけど民間企業がやるとい

う、極端に言うと演戯の金とリスクも使うけども、そう

いうようなことをやるPFIとPPP、指定管理者制度

もその中にはうり込んで考えているのです。

　今、日本の政府では、市場化テストというのも一生懸

命考えておりまして、今年度試行した後、来年以降、市

場化テストを本格導入しようとしています。そこで言っ

ている思想とか考え方が、PPPの一一面だけを見て、「民

でやれることは民で」というところだけに特定をして、全

部民間で競争させて直営のものもやってしまおうという

意味での競争入札をするのが市場化テストといえます。

つまりイギリスでやったNPMそのものにすぎないとい

う状況かなと思います，，

　ただ日本では、こういう日本版PPPがアジア全体に

いいんだということで、経済産業省は「アジアPPP」と

称した研究報告書を噛しています。

　そうした形でのPPPに対する評価についてはここに

書いてありますが、世の中の制度はぞういう形でどんど

ん作られているものですから、私自身は、少なくとも日
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本版PPPというのは衣替えをしたNPM（NewPublic

Management）、旧来の思想にすぎないと思っています。

　ただ、制度としていっぱい出来ちゃってるというこ

と。公の施設については単純な箱もの施設から福祉施設

から、何から何までこの制度を導入できると考えられて

いるものですから、そうした中でデメリットを出来るだ

け回避した上で、よい点を取り入れてやらないといけま

せん。そうでないと、市場化テストもどんどん進むし、

反対するだけで抵抗勢力だと白い目で見られる世の中で

すし、反対だけでは望むような方向にはほとんど動かな

いと思われますので、できるだけ、ある仕組みを次に変

えていく時に、どこが問題になっていて、何をよくする

のかということを言ってやらなきゃいけないと思ってお

ります。

　日本の状況としては、NPM的な改革というのは、こ

の指定管理者制度以外にも、行政評価の制度とか公会計

の制度改革、その他ABC（活動基準別原価計算。　Activity

Based　Costing）とかいろいろあるんですが、行革の舞台

ではいろんな考えを取り入れつつあることは、指摘をし

ておきたいとは思います。

　プリンシパル・エイジェント理論的な論点を進めた上

での最後の一つとして、国立博物館等でやられている独

立行政法人という国の制度の地方版、地方独立行政法人

という飼度ができ上がっております。これは昨年4月1

日からできていて、公立大学が殆どこれに向かっていま

す。細かい制度の説明はしませんが、首都大学東京の問

題などいろんなことが、現にいろいろ起きているという

状況になっています。

　指定管理者制度そのものは、皆さんもご存じという理

解でご説明をしたいと思います。当時、自治体にいた時

の感覚として、この制度自体は国の規制改革の会議等が

言って、当初はそれぞれの公の施設を担う管理者に民間

企業が入る、入らないのところだけの議論だったのが、

一般通則化、法化されてどんと出てきたと。自治体に裁

量の委ねられることが非常に多かったんですが、研究と

か提案が殆どないというか、詰めて考えているところが

ないまま、この制度化だけが進んで、かつ3年以内、来

年9月までが法の移行期限になっている。

　実際に公共施設をつくっておられるとか、関係者の方

はおわかりでしょうけども、計画してから実際に立ち上

げて動くまでは数年かかるわけですから、数年前からこ

ういう管理をしたいというのはある程度決まって動いて

る中で、法の施行期B後は指定管理者でやりなさいとい

うことになったので、無理やり既存の管理の枠という

か、予定していた枠を指定管理者制度の中に位置づけよ

うとするなど。その他トップ層の思惑、いろいろあるん

ですが、ばらばらの状態。理論的に詰めてしっかりと受

け止めてやっていると、一生懸命各団体のホームページ

に書いていますが、抽象的な文言も多いし、泥心的だと

だけ一言言っておきたいと思います。

　望まれる制度の運営に関する視点ということで、今回

は、より総論的な視点ということでのお話をしていま

す。私自身の考え方では、制度自体をよほど政治的に変

えない限りは、もう流れというのはどんどん民間の方へ

寄ってしまう。何も言わずに民間が担っちゃって、既成

事実だけがどんどん先行していってしまっているのがこ

のl11界です。そうした中で何かやるについても、　NP

M、PPPには与するとしても、先程言った機i能するた

めの条件があったわけですから、その条件を整備してあ

げない限りは、悪いところだけが制度で入っていくだろ

うという観点から、幾つかの個別の仕組みについて提案

というか、問題点などをちょっと細かいレベルで書いて

いるものです。

　一番最初に今の指定管理者制度で問題になることは、

直営の施設とかいろんな施設があると思うんですが、既

存の施設について見れば、どういう公共目的を達成し

て、どういう経費でそれをやっていて、どういう計画が

あってという。公共施設の評価というもの、評価した結

果に基づいてどういう管理のあり方がいいかとかをやら

なきやならないと思うんですが。そうした公共施設の評

価という一・般的なところも、まともな評価の基準なり指

標、評価の仕方とか評価における民主的な手続の入り方

が、行政評価条例とか政策評価条例みたいなものをつ

くっている自治体もありますけども、全く出来てないの

が現状ではないかと思います。資料等を見せていただい

ている限りは、博物館とか社会教育施設や文化施設の評

価についても、正直言って行政改革部門が持っておられ

る考え方と、現場で一生懸命提案されている考え方にも

乖離がありますし、オーソライズも全くされてないとい

う状況になっていると思います。
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　7頁（本冊子46頁）の、指定手続に係る法制度の現状評

価という中で、指定管理者制度への一一般的な関心事とい

うのは、条例を定めて指定管理者の候補者の選定をす

る。議会の議決を経てある人を指定すると。指定した時

にそれ自体は行政処分、一方的に決めるものとされてい

るんですが、この行政処分とあわせて指定管理者と協定

書を締結して管理を開始する、一般的にはそこまで考え

られているんですね。その後どうやってコントur・・一　」v、

マネジメントするんだというのは、ほとんど関心がな

い。立ち上げるのが精一・杯というのが現状だと思います。

　選定手続の中で、指定管理者の候補者を公募で選定さ

せるのか、非公募にして既存の管理委託をしている団体

にするのかしないのか。そういう非常に倭小化された議

論だけで事務手続が進んでいるのが実態ではないかと思

われます。

　問題点ということで幾つか挙げたんですが、そもそも

施設に指定管理者制度を実施するかどうかということに

ついての民主的な決定手続がないと思います。公の施設

の設置条例、公共施設の設置条例には指定管理者制度を

導入できる旨の規定を置く、置かないということで、・一・・一一

応そこで担保されていることになっているようですが、

置くことができる程度の規定であって、いつ、だれがど

う実施するかということについては書いてないんです

ね。突然ある日、庁内でこういう決定がある。庁内的に

はいろいろなやりとりがありますが、公にはなりませ

ん。それから公募。少なくとも直営施設を指定管理者に

するとなると、やる期Hからは職員をどうするとか、そ

の他いろいろなものがありますので、内部では準備して

いるけれども、少なくとも施設の根本的な評価をどうす

るとか、そういう軸がありませんから、勝手というか、

後は力関係の中でやる、やらないというのが出てきてい

るという状況になっています。それは納税者も現場の方

も知らないところで、ある意味で勝手に決まっていると

いうのが、今の仕組みになっているわけです。

　プリンシパル・エイジェント理論からいけば、指定管

理者をどうするかというのをきちっと監視するというこ

とが重要になってくるわけです。同じ組織の中にいる

と、理念的には人的な交流とか意思決淀がスムーーズだと

か、情報も同じファイルでとれてアクセスしゃすいとか

で、モニタリングはやる気になったらやれるんですが、

組織から外に出ればモニタリングの度合いというのは実

は落ちると。法律、地方自治法が求めているだけでは、

既存の公共施設に比べれば絶対にモニタリングの線とい

うのは落ちていると思われます。そうした意味での問題

があります。

　それから第三者評価制度と書いていますが、地方独立

行政法人の制度は別としても、個々に指定管理者で指定

した後、業績の評価をするということは法律には全く書

いていないわけです。指定期間が終わった後、更に指定

するのかしないのかという軸も全く決まっていない。そ

れは議決すればいいというのが法律上の最低基準になっ

ているだけで、それも全く整備されてない。現在見られ

ている標準的な条例も、そういうことについては全く配

慮をしていないというのが現状になっています。

　4点日として、情報公開と説明責任という観点から言

えば、施設の管理に係るいろいろな諸情報というのは、

一般の利用者等に開示されて、いっぱい知って、その上

でその指定管理者がいいか悪いかというのを評価できる

という仕組みにしない限りは、自治体も離れているわけ

ですから、現場の情報は侮もないという状況の中で、お

任せになってしまうという問題がある。だから、情報公

開を整備しなきやならないんですが、今の自治体では殆

どのところがまともなディスクロージャーとか情報公開

の仕組みを用意していません。

　もちろん直営施設においても行政評価、業績の評価と

か情報公開という面で十分かといえば、まだ十分ではな

い可能性もあります。積極的な情報を評価した上で、直

営の施設がどうあるべきなのかということは、市場化テ

ストの視点とは違っても、直営の施設でやるほうがいい

ということをアピ“一一・」Vするためにも、自分たちがどう

やっているのか、指定管理者でやって応募してきている

管理というのはどの程度なのかというのが見えてこな

い、見えないで、住民に納得して理解していただくのは

難しいだろうと思われます。

　それからもう一つ。これは91年に制度化されているん

ですが、利用料金制度に関する議論が、指定管理者制度

では全くなされていないところに問題があると思われま

す。利用料金制度というのは、イメージしにくいんで公

営のプールで理解してもらいたいと思うんですが、プーー

ルの利用者というのは多くの方が使用料を払うと思うん
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ですが、払ったお金は自治体のお金になるのが普通の制

度というか、指定管理者の利用料金劇度じゃない制度な

んですが、利用料金の制度を立てますと、プールの使用

料は指定管理者の懐に直接入ります。直接入って、そこ

で経理とか会計がやれるだけで、自治体にはお金は一切

入らないわけです。

　収支の均衡するような施設とか収益性の施設について

は、利用料金は条例で上限の料金を決めて、自治体が承

認するのが基本的な仕組みになっているんですが、どう

いうふうに料金を計算して設定するとか、どういうふう

に料金を承認するのかといった基本的な議論や基本的な

制度設計について、屯営の施設でどういうふうにやった

らどういうお金がかかるのかという原価の測定等をき

ちっとやれるだけの財務諸表もないとか、会計技術もな

いとか、知見もないという状況もある。で、そのまま出

しているわけです。利用料金でこれだけ取って、その分

の差額を委託費で払う、指定管理者に払う、そういうよ

うな単純な制度設計がいろいろなされていると考えてい

ます。

　福祉施設もこの指定管理者制度を導入することができ

ると言われているんです。例えば保育所などでは、直営

の保育士さんでやっている公立の保育所も、突然指定管

理者の名と責任でその施設を使って保育をする可能性が

出てくるわけです。制度的にはです、，論理的には父母の

了解を得る仕組みが今は一切ないですから、突然あした

からと言ってはなんですけども、知らない人が、知らな

い先生が保育士でやってくるということも、今の制度で

はそれもノープロブレムだと。法律上はノープロブレム

だという仕組みになっているものですから、そこつてそ

れでいいのかということなども実は問題になるわけです。

　そういう意味で、情報公開もちゃんとやってない、監

視とかモニタリングもきちっとしていないという状況で

は、NPMの思想でうまくいくための前提要件が確立し

ていませんので、NPMがいいか悪いかについてはもう

一度議論があってもいいんですが、仮にそれを進める、

世の中の動きに抗し切れずにそれをきちっと取り入れて

うまく進めるとしても、最低限次のことが必要になろう

と思われるのが、この改革案としての一一’つの例として挙

げたところです。全部を詰めて考えて網羅的に書いてな

いので、ちょっと難しいところもあるんですが、概ね言

われていることについて思いつくままにまとめているも

のです。

　1つは、条例ないし制度の関係で①ということ。個々

の施設に関する評価制度の確立とその条例による統制と

いうことを挙げております。指定管理者制度の実施につ

いての民主的な決球手続もありませんし、そもそも施設

についてどういうのがすぐれた管理なのかとか、住民の

福祉を向上するのかということについて、自治体の関係

者にはその思いがあるかもしれないけど、一般的にはわ

かっていない、わからないうちに勝手に指定管理者の公

募が出されて提案させられているという状況と思います

ので、ミッション・ステートメントという博物館のお話

などもありましたが、現状がどうなっているのかとい

う、新しい箱ものは難しいと思いますので、現状のもの

をどう変えるかについては議論をしなければならない時

点になっていると思います。

　国の博物館とかでなされている独立行政法人の評価制

度が、実際に指定管理者制度を考える時に使える評価の

軸になっているかについては、A、　B、　Cといった評価

だし、評価委員その他の問題もあるけれど、Aとか、そ

ういうことしか書いてない評価ですので、それ霞体で民

間とか主体がどうだとかを管理するための指標としては

今の段階では使えないと思います。

　指定の手続の関係ですが、条例の候補者の選定で言っ

ていた部分ですが、指定管理者制度を採用するのかどう

かについての手続というのがないので、どうかしなきや

ならない。

　手続を仮に設けないとしても、公募をして指定管理者

制度をとることができるという裁量規定を条例は書きま

すので、その後大体やることを決めていてそういう裁量

規定を条例化するんです。そうした場合に、公募をする

しないについては、先程の評価を踏まえて、少なくとも

説明義務は霞治体の側にないとおかしいわけです。公共

サービスを提供するのは、誰が一番質の高いサービスを

するのか、指定管理者のほうがいいという説明をしな

きやならない。指定管理者が何故だめなのか、直営で何

故だめなのかという説明。直営が何故いいのかでもいい

んですが、そういう説明は絶対に必要だと。

　募集から選定までのプロセスについて醤うと、公正と

か透明とか選定結果の妥当性というのが必要なんです
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が、既存の条例はそうはなってないものですから、き

ちっと整理をしなきゃだめだろうと思っています。

　選定の手続等について、応募の企画書などを見ても事

業計画を業者から出させるんですけど、業者というのか

候補者ですね、事業計画にいろいろ書くことだけしか条

例とか応募は打ち出してないんですね。だから、その施

設でどんな価値を実現するのかを書くか書かないかは相

手次第です。どういうことを書いてほしいのかは一切言

えない。言わないというのか、言えないと思うのですけ

ども、そういう状況ですので、そうした部分の改定など

も必要だと思います。

　協定書の関係ですが、これは後ほど、三菱総研の出し

ているひな型の紹介とあわせてするんですが、行政側か

らきちっと協定書の最初の草案を出さないと、指定管理

者の側でも非常に困っているような協定書の案しか出て

こないとか、実際にトラブルになるならないの条項がた

くさんあるとか。逆に言えば指定管理者にいいようにや

られるような、自治体側から見れば、納税者から見れ

ば、指定管理者にぼられている内容になる恐れがありま

すので、そうしたことが必要になると思います。

　指定管理者の施設管理業務に係る情報公開の徹底。こ

れは、この制度が機能するための最低限の要件というふ

うに思いますので、ここについてもう少し情報公開の徹

底をしなければならないと思っています。現在の法律で

は、指定管理者が指定された後、年に1回報告書を出す

と。何を報告するかも何も書いてない。法律上の義務は

それしかないんですね。その後どういうふうにペナル

ティーがあるのかないとかというのは一切ないわけで

す。

　そもそもこの種の事業報告というのは、通常は年間の

事業計画がどれだけあって、予算がどれだけあって、そ

れに対してどういうことが達成していて、どういうこと

がだれのせいで達成できなかったかというのをきちっと

書くというのが事業報告。それによって説明責任を果た

すという趣旨のものです。法律も条例も書いてないんだ

から自治体側が悪いんですが、どういうものを書くのか

については、最初にどういう事業計画なのかというとこ

ろできちっと統細しない限りはコントロールできない。

相手が勝手に出してきても、評価のしょうがないものに

なっているということです。

　事業計画、事業報告については、金目の話はきちっと

しないといけません。金目のところがいい（経費が安い）

ということで指定管理者制度が敵いいと言われているわ

けですから、そこのところをしっかりと公開させなけれ

ばならない。金目の収支については、会計学的なお話で

申しわけないのですが、アカウンタビリティーをしっか

りするというのは、本人がこれだけだと会計報告をした

からといって、それでオーソライズされる団体なんてあ

りませんよね。普通は会計監査人が別にいて、内部でも

いいんですけど、監事とかそういう人がきちっとやるわ

けですから。指定管理者の今の条例とか制度では、こう

いう基本的なところの制度については何にもないんです

ね。書類で出せばいいだけになっている。情報公開と説

明責任からいえば、NPMを実現するためにも必要な最

低限のルールだと思います。

　積極的に情報を公表するのは、今では当然のことに

なっている話ですが、これも現在の自治体の指定管理者

制度では義務づけているところは殆どないと思われます

し、きちっとやっていないところです。直営の施設自体

も全然やっていないと思いますが、当然に必要になるこ

とだと僕は思います。

　事業報告は年に1回ですね。6月に大体出してくるよ

うなルールになっていると思うんですが、そうすると、

仮に5年委託をすると、大体役所ですと予算を組むとい

うのは秋口から準備するわけです。次年度の予算はもう

積み込んであるわけですから、事業報告が出て、そのよ

しあしを次年度の予算で評価するといっても2年遅れ

ちゃうんです。こういう点では適切ではないと思います

ので、事実上やっているとか、やっていないとかってあ

るのかもしれませんが、制度としてきちっと中間報告等

をするような仕組みが必要だろうと思います。

　指定管理者を情報公開条例の実施機関とするなどは、

技術的なものですから、抜きます。

　それからもう一一一4つ。利用料金制度に係る部分というの

が必要になる。プv一・・一ルの料金で言いますと、仮に公立

で、公営でやってるのは1◎◎円とした時に、場合によって

は1画20◎円といった条例改正を指定管理者制度をとった

ときに両方でやる可能性があるんですね。2◎◎円以下で指

定管理者の好きなようにやらせる。一応それは条件で、

公募でやるんですけども、収支についてはその利用率が
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上がったらその分上がりになって、委託料が赤字の分を

補てんするというのは昔からやられていたんです。ここ

に係る承認の基準というのは実は曖昧ですし、指定管理

者のいろいろな本を読んでも、大幅な値上げは説明がで

きるようにしろよみたいな言い方であって、その値上げ

をどうして認めるのかということについての個別具体的

な手続とか考えは、全く示されてないんです。指定管理

者の制度以前に利用料金制度は1◎年以しの歴史があっ

て、それなりのことをやらなきやならないんですが、自

治体側で実はサボっていたところが多くて、情報も公開

していない。情報公開とあれほど言っていても、実は

やっていない部分。原価情報というのは、原価の計算方

法がわかりませんので出来ないのが実態だと思います

が、そういう状況になっています。

　情報公開と、もう一一つが契約型の仕組みということで

報酬・制裁とか責任体制の確立とその監視という面から

言えば、8頁（本冊子47頁）右下の④のところに、今足り

ないと思われていることについていっぱい書いていま

す。特に黒字で太く書いている部分は、モニタリングを

しっかりという意味で、モニタリングの中で法上の急度

の中では全く足りないと思われることについて書いてい

るところです。

　自治体における指定管理者の外部評価制度について

は、議論はあるかと思いますが、自治体当事者と指定管

理者だけのなれ合いの評価ですね。責任説明といったこと

では説明の責任がしにくいというところがあるのかなと

思います。

　議会の議決という部分についても、こういう項［iがあ

ることだけ言いたいと思います、，

　9頁（本冊子48頁）から協定の関係で。資料でお配りし

ているんですが、三菱総研の中で標準協定書案というこ

とでひな型をインターネットで公表しています。今回縮

小するために加工していますので、現物は文字の配列と

かそういう点ではちょっと違います。

　自治体側は、協定をどうやって書くかというのは、特

に市町村レベルでは全くできていない、全く無能力とい

うのが実態です。契約の仕方自体が、標準的な契約書と

あいまいな文言だけで詰めていたというのが実態でしょ

うから、そういう状況が現場の状況のようです。聞くと

ころによると、ある市で出してきた標準協定書の案は、

「市は」と書くべきところが「区は」となっていて、どこか

のデータをそのままもらって出してきてやっているとい

うのが現状ではないかと思われるんです。私も受け売り

だから、どこというのはなかなか言えないんだけども、そ

ういうのを見ている人によるとそういう状況だそうです。

　その中で三菱総：研が出してきているひな型がそれで

す。もしかしたらそれをどんどん広めようという動きも

あるかもしれません。ここは、契約をどう見るかという

ことだけの観点から、非常にたくさん書いてきている部

分です。

　指定管理者の標準協定書自体はどういうふうに書いて

いったのかというと、指定管理者の業者が仕事をスムー

ズに受けたいという立場から条文をつくって出してきて

いますから。当然協定書の案の最初の策定者は行政側と

いってるのから言えば逆ですので、そうした立場のもの

だということを前提にこの条文を見ていただきたいなと

思います。

　契約型の仕組みを導入しなければならないので、協定

というのはどういう意味があるのかというふうに言う

と、法律的にちょっと難しいんです。指定管理者になる

ならないというのは、議会の議決を得た後、行政側が一

方的に決めることなんです。最初に提案というか応募は

するけれども、どういう内容でやるかは、指定管理者の

指定という行政処分と呼ばれるもので決めるのです。そ

この中では、辞退はあったとしても、内容、本質につい

て交渉の余地は指定管理者側にはないはずになっていま

す。ただ、行政処分は通知一一一辺倒だから、どういうこと

をやるのかとか、どういうことをやったら幾ら毎年委託

費を払うのかとか、そういうことについての協定を締結

をしていいということになっている。

　ただ、その協定の法的な性質は、民間で言う契約では

ないというのが今の通説というか、実務の考え方になっ

ているようで、行政処分の付款と言われていて、平たく

言うと条件のことです。つまり、協定を結ぶという条件

で行政処分をしたという、その結ぶということの条件の

一つが協定だという扱いでして、その協定を両当事者が

どういう立場に立ってやるとか、やらないとかは、実は

全く議論はされていないことです。

　ただ、NPMとかPPPと言った場合には、お互いに

裁量を広げたり、ある程度活動の余地を広げてやること
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も重要になります。提案ということについては非常に意

味もあることですので、自治体側で考慮しなければなら

ない項目というのも、この三菱総研の協定書にはありま

す。

　この協定書は業者が民民の立場で何かやるときのルー

ルを書いているだけのものですから、行政処分とか法律

論となっている中では、およそあり得ないようなロジッ

クで条文を書いているものもあります。例えば、指定管

理者側で悪いことをしてペナルティーとしての取消しの

手続、これが法律で定まっていることです。そういうこ

とをやることができるとなっていて、これは行政法の世

界で言えば聴聞の手続とか弁明の手続とか裁判類似の手

続は一応とった上で、役所側が一方的にやるという法律

の仕組みになっているのだけれども、協定書に協議しな

ければだめという条文を設けているわけです。これは法

律上できない、そもそも違法です。こんな条文を書いて

公表すること自体が恥ずかしいんだけど、業者側という

か、チェックする人がそういう感覚がないんで、そうい

うことになっている。

　それから、指定管理者が「設ける」は、これはお金を「儲

ける」の間違いです。

　情報公開について言えば、個人情報保護はこの文脈で

は言えないんですが、NPMを機能させるためには受託

している施設側の情報の公開というのが前提だと言って

るんですが、その前提にかかわる条項は、この指定管理

者の協定書では事業報告がそのつもりなのかもしれませ

んが、全くないと思われます。

　そうした形で不適切と思われる表現などを書いている

というのが、この9～10頁（本冊子48～49頁）にある、実

際この協定を見てチェックしたのは1日ぐらいなので、

本質のところでおかしいところだけ書いているものです

から、問題点としての指摘が抜けているところが多々あ

ると思います。

　協定書に盛り込むというのは、仮に条例に書いていな

かったとしてもということで、そこにいろいろ設置した

側での問題点は書きました。

　最後に、ここで検討不十分の項目ということで幾つか

掲げていました。本当は最初の事前の打ち合わせで、そ

の他Plan－Do－Seeというマネジメントの中で言った時に、

その連鎖構造の話も本来はしなきやならないんですが、

それは質疑の中で言うためにちょっと飛ばしていますけ

れども、この中で検討してないこととして、実はまだい

ろいろあります。

　1つは、現在の時点において指定管理者の議論の中、

あるいは指定管理者をやるような立場のところでは、C

SRというのは企業の社会的責任と最近言われていて、

CSRと呼ばれているものが非常にはやっている、重要

になってきている中で、少なくとも指定管理者の、企業

だけが指定管理者になるわけじゃないんですけども、い

わゆる社会的な責任に関する議論とか、その責務とかを

落とし込むような議論というのが一切なされていませ

ん。NPMとかも、公共の価値とかサービスというとこ

ろでの議論はあったとしても、その会社というのはその

サービスの部分だけじゃなくて、企業として振る舞うべ

きいろいろな部分はあるはずなんですが、そういう考察

というのをしておりません。

　指定管理者として受けている会社が、不祥事をもう起

こしているのは実際にあるそうです。そうした不祥事を

起こしている会社の子会社が他の団体では、指定管理者

になっているとか、情報も共有されていないとか。例え

ば請負契約にある首長とか議員とかが会社の経営者で、

社長とかやっていて首長になるケース等もあるんです

が、そういうとことは契約しちゃいけないというのは、

法律ヒ一般的にはあるんだけど、指定管理者の制度には

適用がないと言われてるんです。議会の議決を得て選定

されるから、議会でチェックすればわかるだろうという

のが前提で制度をつくられてるんだけれども、現実には

そういう指定というのがなされる例もあるという話を聞

いております。

　あるいは、保育所の利用者の関係ですね。実際に直営

施設を民営化するとなると、もっともっとどろどろして

いる。臨時職員の首切ったとか更新しなかったとか、い

ろいろな問題も、この制度の中では全然議論していませ

んので、そういう問題その他も徐々に出てきています。

　今後の指定管理者制度について書いたんですが、かな

りどたばたして、この法律に対しては自治体の管理部

門、担当者もやっているのが実態と思われます。新設の

施設について言えば、数年前から企画運営して、さあこ

れから実際に立ち上げて運営しようという時に法改正が

あって、それに従った枠にはめて説明できるように、無
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理やり後づけでいろいろな制度設計をしているところも

あるので、理念とか基本的な考え方に沿ってやっている

わけでも何でもないわけです。

　それから、指定管理者はなるべく民間でやらせたほう

が安くついていいだろうという。財政が非常に厳しいの

で、財政の負担を減らすことだけと言ったらなんですけ

ども、管理部門はそれが自分たちのミッションになって

いるので、そのためのいろいろな仕組みとしてこれを考

えている。そういう中で使われてるものだから、非常に

いびつな形で、本来よく使えるかもしれないんだけど

も、そうじやない使われ方、単なる経費削減の一つの

ツールとしてしか使われてないとか、そういう可能性が

あります。

　もちろん、法制度として変えていこうという考え方の

いろいろな動きも必要になると思いますけれども、世の

中全体で言えば、これ以外のところでもどんどんNPM

的ないろいろなことがなされているわけです。公務員本

体の世界で言えば、成績給制度がこれから入るし、地域

格差によって、都市住民の方はいいのかもしれんけど、

地方の方は大幅な固定給のカットが行われるわけです。

そうしたことも含めて、いろいろな動きがあるわけです。

　公務員自体について言うと、短時間勤務労働という制

度もできましたし、一般の職員についても任期つきの制

度ができているのです。大学の教職員の任期つきが問題

だとか問題でないとかあるけれども、一一meの公務員の世界

ももう制度の枠ができたのですね。

　どんどん世の中が進んでいる中では、この部分だけを

押しとどめようとしても、実際には難しいと思います。

そうしたことも含めて全体でよりよい方向、利用者とい

うのか納税者の部分にも関わってくるのですが、市民と

か利用する、それを受ける受益者、将来世代も含めて、

そうした方々に配慮してより望ましい形でやらないと、

指定管理者に1回ものを出してしまうと、行政側も管理

する主権はなくなりますから、これでもう終わりですし

ね。今の仕組みの場合、取消しをして直営でやることが

できなくなつちゃいますから。その点も含めて、一度や

ると決めた場合には、よりよい方法というのをちゃんと

用意しとかないと。一度失敗したら、後々直すことがで

きない仕組みだということを理解して話を進めなきゃな

らないと思います。

　もっと理念的なものについては、板書等で説明もした

いし、質問を受ければと思っていたところもあるので、

私のほうからは、これで報告を終わりにしたいと思いま

す。以上です。（拍手）

【瀧端】もうほとんど説明し尽くしてくださったように思

うのですけれど、ここで1◎分間ほど休憩の時問をとらせ

ていただきます。（休憩）

【瀧端】それでは、田中先生のご報告を受けて、最：初に大

嶋さんからご質問ご意見ということで話していただこう

と思います。で、田中先生に答えていただいてから、ご

参加くださっている皆様からのご意見ご質問を伺わせて

いただきたいと思います。

【大鵯】僕自身は、美術館の教育普及担当職員なので、美

術館関係の集まりで話を聞いたり話したりすることが多

いわけですが、美術館関係の学芸員の集まりの中で、例

えば指定管理者制度の認識について、基本的な質問から

始めるという方法があって、学芸部門と管理部門と仕事

を大きく2つに分けた蒔に、指定管理者制度の領域は学

芸部門を除いているところだと思っている人が3分の2

ぐらいです。それは全然まちがいで、決め方ですよね。

全部という決め方でやれば、学芸部門もひっくるめてだ

し、例えば管理部門だけというふうに制度設計すること

ができるわけです。

　最初に、瀧端さんが、今Nの方向性で言っていたよう

に、例えば全国民にかかわるような事項は、法制度的に

決められてくる。そうすると、部分的に反対だからとい

うわけにもいかなくて、よりいい方向、より望ましい方

向にやろうとやらなければならない。田申先生のお話は、

その点で示唆に富んでいる部分がいっぱいありました。

　5年前ぐらいに3、その頃もう既にNPMという警葉が

あって、PPPまでは入ってきてなかったんですけど

3　2000年6月9日、第49回全国美術館会議総会特別フォ・・一ラムで、「美術館基準（案）」の中聞報告が行われた。大嶋氏は、その「美術館基準（案）」

　の実質的起草者であり、本ラウンドテーブルでの「5年萬」という発言は、大嶋氏の起草時の経験に基づいている。なお、「美籍館基準〈案＞」

　の起草及び申間報告にまつわる当時の状況は、以下の文献に紹介されている。貝塚健「美術館のことを考え始めた日本の美術館」『月刊社会

　教育毒553号、37－43頁、2◎◎1年。
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も、PFIというのが入ってきていました。多分、評価

とか新しい制度を組み立てる制度設計をしていく前に、

美術館とか博物館に関してまだ原理的な基準が、博物館

法の第2条の前半部分を除くとあんまり明解にない。だ

から、それをもうちょっと明解にしておいたほうがいい

と。例えば、図書館だと「図書館の自由」というのがあ

る。美術館とか博物館の基準と、美術館とか博物館が

担っていくべき倫理規範が、ある程度のレベルで合意が

とれるぐらい、美術館の世界であったほうがいい。そう

いうものができて初めて、それに照らし合わせて、もっ

とよい運営をつくっていくために、そのツールとして評

価が出てくるかもしれない。そうしないと、末端のオペ

レーションのレベルでやれることだけをちょこちょこや

るのは問題だと思いました。

　例えば、そういう三分法が本当にきれいにいくかどう

かわからないけど、事業の実施、実行、オペレーショ

ン。それから、その上のレベルで、年間で予算取りをし

てそれを執行していくようなマネージメントレベルの問

題。それからもう少しでかいレベルの、10年とか100年と

か見ていった時に、僕らはどういう文化を望みどういう

状況にしたいのかを含めたガバナンス。どうもそのレベ

ルになってくると、今までやってきたことがすべて良し

とは僕はとても思えないのです。本来、オペレーション

とマネージメントとガバナンス。すべてのレベルにかか

わっていく。僕の意見とか専門家の意見だけが絶対正し

いという意味ではないんですけれども、というかかわり

方のほうがいいと思うんですね。ただ、実際に行われて

いた行政改革絡みで出てきた制度設計だと、それすら比

較的分断される形に聞こえる。ガバナンスとマネージメ

ントのところ、それからマネージメントとオペレーショ

ンのところというのは分断されているように。そもそも

行政とか公共と言ってもちょっと狭いほうの公共ですね。

税金でやってきて、行政官僚が執行していくような形。

事務を行っていくような形でやっていたものの中には、

組織的にはピラミッド型に近い、ないしはそれの企画部

門と、実際にやっていくオペレーションする部分と切り

離していく考え方というのは多分あったんだと思う。

　5年前に考えていたことは、例えば、ガバナンスとい

うか何か方針を決定していくところは、…番簡単に言え

ば市民に委ねるでいいと思うんですけども、実際にはす

ごく多様な意見の集合体であるんです。多様な意見で、

多様なものの申でいろいろ振動しながら、よりよい方向

に移り変わっていくようなことが必要なのではないか。

こう考えた時に、博物館とか美術館では、3種類の行為

する人の類型が考えられます。つまり、市民、専門家

と、あともう1つ、何かうまい言葉がなくていつも苦労

するんですけども、簡単に言ってしまえば、国公立の博

物館だと行政の人になるわけだけど、設置者という言い

方をしても、ちょっとはみ出す。

　それぞれの類型は持っている情報も違うし、判断をし

ていく時の基準が違っている。僕の観点から言うと、N

PMからPPPに流れていく、あるいは指定管理者制度

という具体的な制度になっていっても、その判断の基準

に関して、ある特定の類型の判断だけで決められるの

は、ちょっと望ましい制度だと思わないんですね。つま

り、そもそも多様な判断があって、判断の規範があっ

て、それらが何らかの土俵で戦え、照らし合わせられる

ような形があって、そのためには情報という概念自体が

多分、全員が同じものを持たないから成り立っている概

念だと思うんですけれども、そういう不平等な状態の中

で、いろんな情報を流通させながら判断を行っていると

いうのは、一体どいうふうになるのか。例えば指定管理

者制度ありきで最初にやってしまうと、いろんな方向性

みたいなものが決まっている状態で、始まっているよう

な気がしてならなかったんですね。それも、今回報告を

お聞きしていて少し整理がついた部分です。

　ここからは、こういう補足があったらいいなと僕自身

が思っていることで、少し田中先生に聞きたいんですけ

ども。

　NPMというのが、本当は何が新しいのかよくわからな

いのか、それとも以前から伝わっている部分、やろうと

していた部分と、ここだけは新しくしなくちゃいけな

い、新しく変わったんだというのと、あるような気がす

るんですね。多分20年ぐらい前だって、別にNPMとい

う言葉がなくても、行政は開かなくちゃいかん、という

ような言い方をされていたと思うんですけど、住民参加

であったり、主体が市民のためにある、という言い方、

で、その時に、今のニュー・パブリック・マネージメン

トと同じぐらいに、行政や公共の仕事を統制していく原

理は今まではなかったんだろうか。もしなかったなら、
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ないなりに何かでやっていたんだろうし、あったのな

ら、その中のある部分というのがNPMにも伝わってい

ないと、多分相当おかしなことになるんだろうと。それ

が1つですね。

　それから最後の部分のお話に、田中先生自身が言って

いた、NPMの考え方でやっていいかどうかという議論

が1つ成り立つというのと、もう1つは、その議論はある

ところまではできるけど、そのNPMならNPMでやる

としたときに、実際に日本型PPPになった場合に、N

PMとしてはちょっと矛盾している部分がないかどう

か。そのあたり、補足的にもう少し説明していただけれ

ばいいと思います。例えば管理という言葉にしても、…

体何をもって、どういう範囲のことなのかを、現場に落

としてみると、よくわからなくなることがいっぱいある

んですけども、最後のところで、今までの行政法的にと

か実体法的にとか、今までの臼本がつくっていた法律と

矛盾がある。ないしは税金を使うこととしては、やって

はいけないことというのが含まれちゃって、全然違って

いる。ということは、市場の論理ないしは民間の論理

と、そもそも公共が持っている論理というのは、ちょっ

と違う部分があったんではないか。それをすり合わせる

という話なのか、それとも違いは違いとしては明解にし

て、方法論だけ取ろうという的なのか。こういうこと

は、ちょっと大きいといえば大きいんですけども、もう

少し限定的な部分でどういう違いなのか、考えたりしま

す。

【潮凪】直接、田中先生に答えていただいたほうがいいの

かもしれませんけど、私なりにもう1回確認させても

らっていいですか、大嶋さんが聞きたいことを。

　まず1つは、オペレーションのレベルと、マネージメ

ントのレベルと、ガバナンスのレベルというのが、この

田中先生のつくってくださったレジュメだと、3頁目（本

冊子42演目）の3の①のプリンシパル・エイジェント理論

のところにかかわった議論かな、と思います。依頼人（プ

リンシパル）と、代理人（エイジェント）。注のところだと

3頁（本冊子42頁）の注18番の、テイラー主義の説明のと

ころで、plan－do－seeの話が出てくるんですけれども、企

画する部分と、実行する部分と、評価する部分、それを

だれが担うのかというような、市民と専門家と行政の人

との役割関係、そのあたりをちょっと明確にしたいとい

う。要するに、田中先生のプリンシパル・エイジ」甑ント

理論をもうちょっと詳しく説明していただくというとこ

ろと。

　それから2つ目に、ニュ・一一・パブリック・マネーージメ

ントのNewというのは、本当に何が新しくなったのかと

いう話ですね。3つ目に、ニュー・パブリック・マネー

ジメントのやり方でやっていっていいのかという話。4っ

目に、ニュー・パブリック・マネージメントと、H本型

PPPでやっていくと矛盾する点が出てこないのかとい

う話と、！番最後のところで、市場の論理と公共の論理

の違いとか、すり合わせをどう考えるのかという5点。

　下手なまとめ方をしたかもしれませんけれども、よろ

しくお願いします。

【田中1どこまで把握しているか、自信がないのですけれ

ども、理解できている範囲で説明します。

　NPMと言うか、よく言われているのは企画と執行の

分離ということなものだから、お役所の仕事というのは、

大きな、どこでも、こういう図なり、Pian・Do・Check・

Actionというのが今、好きなんですけど、こういうふう

に國ってどんどんいくと（【図1】参照〉。通常、Seeの後の

次のPlanというのは、ワンランクアップしているから、

これが螺旋構造で上に行くとか、人によっていろいろ違

うみたいだけど、こういうふうによく説明されるわけで

すね。

　実際に今役所でやっているのは、あえて言えば、予算

つくって執行するだけで、チェック何もしないから常に

PlanとDoだけだとか、自治体で言えばPlanも政策つくっ

ているわけじゃないから、Doしかないとか。そういうふ

うによく言われていた。そういう考え方みたいです。

【図1】仕事のマネ…一一ジメント・サイクル

唾）　（See噸）
　　　　　　　　　（評価）　（執行）
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【図2】円鍛一◎o－Seeの連鎖構造

PlaR Do
市民ぐ⇒政府 市民 政府（議会）

議会鈴行政 議会 行政

政策立案企画部門
曹ﾐ政　執行部門

政策立案部門 政策執行部門
iエージェンシー）

呼竸灘灘懸額’・丁寧※便宜上、Seeの部分の表記は省略。※鍵撚壌醗留識㌣眺Seeがあるとし’うメッセージと

　NPMというのは、　Planをする人と、　D◎をする人とき

ちっと分けちゃおうと。それがオペレーションという醤

葉をさっき使われていたところもあるんだけど、マネー

ジメントがPlanになるのかな、・・一応。マネージメントと

あえていうと、これがうまく機能することがマネージメ

ントで、全部を見てそれがいいか悪いかとか、これを

どっちの方向に行くのかと考えるのが一一応ガバナンス

で、個々のやつをよりょくしょうというのがオペレー

ションだとよく言われているんだけれども、実際には、

経営をやっている人とかで使われる議論というのは、こ

ういうPlaRの中にも、例えばD◎と呼ばれている部分にあ

る入だって、自分で小さい申では、こういうサイクルが

あって、ここにまたこういう入も、PlanとDoとSeeもある

という意味で、連鎖しているとよく言われているようで

すね。

　このPlan－Do－Sceというのは基本的には連鎖をしている

と言われているので。例えば、市民と政府という関係か

ら言えば、プリンシパルという意味での市民、最初の大

きな方向づけをする入というのは市民で、実際にやる人

というのが政府なわけです（【図2】参照〉。

　そういうふうに見ると、政府の中で、やる人と考える

人と実際に実行する人と、評価する人とかは会計検査院

とかでいいのだけれど、そういうタイプがある。

　だけれども、実行する人にも地方分権の前だったら、

これは国だ、これは自治体だ、自治体の中でも管理部門

だといって、現場部門だという言い方をしていた。

　それは、現場部門だというところにも、多分、昔だっ

たら民間企業の管理受託だとか、そういうような連鎖構

造がよく言われているという意味で、Plan－D◎一Seeとか、

オペレーシasンとか、マネージメントとか、ガバナンス

というのは、ちょっと次元が違うんですけれども、かな

り対応している部分ではないのかなというふうに思って

おります。

　ただ、厳密には、そういう意味では切り分けることは

できないわけですし、実際に指示をされた人、あなたDo

だけやりなさいよとか、Planだけの人は気持ちいいんで

すよ、企画だけやればいいわけですから。だけど、Doを

実際にやる人について言えば、もうこれからは考えなく

ていいよと言われた人については、大体最初はそれでい

いといっても、だんだんやる気をなくすというのか、惰

性に流れていって、それだったらお金もらって働かない

し、ぎりぎりでいいやとか、そういうふうな行動様式に

なりがちではないのかなと思うんです。

　なぜアメリカで、こういうPlanとDoとSeeとか、こうい

う分断とかがはっきり提示されるのかというと、アメリ

カの社会とか組織の状況が、日本と違っていて職能とい

うんですか。役所の制度だけじゃなくて民間について

も、MBAを取った人には高い報酬で、仕事をしっかり

やらせるけれども、郵便配達しかやらない人は郵便配達

しかやらないとか。安い賃金でもそれでいいんだと。あ

とはどこか別の場所でレベルアップしなさいよとか。そ

ういう社会構造があったりとか、これはイギリスじゃな

くてアメリカ政府の特殊構造なんですが、18世紀とか玉9

世紀の末、都市にギャングが横行してボス政治が盛ん

で、科学的な管理には政治と行政を分断することがより

良いのだと。専門家に任せて、政治家は変な利権とか入

らないほうがよりいいんだという考えで、政治と行政の

分断、その政治の部分がPlanと、　Doが執行と。それがア

メリカの行政管理論、融合論とか分断論とかいろいろあ

るんだけども、最初なんですよね。

　だから、猟官運動の廃止とか、専門職の公務員制度と

か提示されている。そういう患想的なバック、歴史の背

景の中で出てきているものがPlanとDoを完全に分離をし

て、そっちのほうがうまくいくだろうと思ってやってき

て、そっちの社会ではうまくいってたと。そういう言

葉、考え方だったものですから、それの現代版なんで

す、NPMと呼ばれているものは。現代版と言ったら言

い方悪いけど、そういうところについているということ

は否定ができない。

　もちろん、数式であらわすことはできないだろうとい

うのが1つの問題で。問題視された人跡性の疎外という
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ことでいろいろ言われていたんだけど、今はそれぞれの

金と現場の裁量、先程言った現場のところにもPlanとDo

があるわけだから、裁量をもっと広げてやって、最後の

成果にたくさん金やれば、それで回るだろう。そういう

考え方の申で制度の設計されているんで、現場の裁量を

広げてやればいい。裁量を広げるっていっても、プロセ

スがこっちから見てわかるようにできていなければ、勝

手に色々やつちゃって何やられるかわからない、という

のが仕組みにはなっています。

　よくニュー・パブリック・マネージメントとか言って

るんですが、アメリカふうに言うと、行政管理というの

をアメリカでは、アドミニストレーティブ・マネージメ

ントと昔から言っているそうでして、経営のほうはビジ

ネス・マネ・・一・一一ジメントなんで。アドミニストレーション

という言葉自体もビジネスでも使う世界のものだから、

行政と経営管理というのは、言葉自体については、…体

というのか、差がない。主体が公共でやるのか、ビジネ

スとか営利企業でやるのかで、マネージメントというこ

とでは、自治体については、アメリカの人方の中では、

差はないだろうというふうに考えられるんですね。

　MBA資格、経営学修士の話ですが、アメリカでは、

同じように政策の大学院出るとMPA（Master◎f恥bllc

Administration）というのを取るんですね。そのMPAを

取った人が、アメリカでは自治体、市町村の助役、日本

で言うところの助役になるわけです。シティー・マネー

ジャーというんだけども、運喫するんですね。ほとんど

教えていることは、科目は行政管理とかファイナンスと

かいろいろあるけども、ちょっと制度的な特殊な違いは

あるけども、アメリカの経営学的なものです。そういう

一つの会計思想の中で任されている。

　それから、ニュー一・パブリック・マネージメントと、

Newの部分で、公共の仕事、統制する原理ということで

お話しがあったんですが、日本では、戦後は少なくとも

プロシア、ないしドイツの制度を学んだために、行政法

学では非常によく使う言葉ですけども、「法治主義」とい

う言葉を使った、これが統制の原理の形になるのかなと。

　ここで言う法というのは、実質的に正義にかなってい

てきちっとしている、というのが、本当は転身として

も、信託を受けた信託者の意思をきちっと表明してい

た、そういう内容に即したものに従って、それを貰って

その範囲の中で動きなさいというのが本来の法治主義な

んですが、現場に行けば行くほどルール、繁文縛礼とか

よく言うと思うんですが、それは法でも何でもないんだ

けど、勝手に役所の中で決めたことを「これルールなんだ

から、ルールに従ってやらなきゃだめjということで、ど

んどん管理の仕組みが出てくる。

　そういうふうにやっていくものだから、きわめて一規則

的な対応をして、9時までと閉館時間に書いてるから5

分でも遅れたらだめですよ、という運用を勝手にやって

みたりとか、現場のその時その時にも対応できないと

か、そういうのがサービスが落ちると言われた認識なん

ですね。

　NPMとかPPPとかを主張する論者は、こういうの

を法治主義とか、こういう考えによって仕事を進めると

いううちの、この法っていうのを形式的なルールととら

えるものだから、「ルールドライブ型からミッションドラ

イブ型へ」という主張をするわけです。

　そのミッションというのが、さっき言った依頼人かど

うかわからないけども、依頼人との問で交わした契約と

か、その契約に基づいてこういう成果を示しますよとい

うチャーター、今ちょっとはやっているローカル・マニュ

フェストとかです。あれも多分にこの考え方に、非常に

近いんだけども、これだけ果たしたら公約達成しますよ

という意味で、今まではそういう公約も指標もないから

いいんだけども、極端なこと言うと、これだけ達成した

らいいということだから、ほかにいろんな政治環境の問

題が出てきても、自分の政治的な答責からは責任はあり

ませんよ、みたいなことを言っている、問題じゃないの

という議論があるぐらいのものなんですが、ミッション

というものに、これを変えるということが1つです。

　NPMと従来の管理の違いというのは、ルールドライ

ブで、法治主義じゃないんですけれども、法治主義で

いっている法というのは実質的に正義とか公平とかにか

なっていると言われているんで、そことは違うんだけど

も、「ルールドライブからミッションドライブ」という言

葉で伝えられているわけです。私の教えている行政法学

では、法治主義というのはそれなりに意味のあるものと

して、現場の、公務員の志望者なんかに教えるんだけど、

その時にそんな勝手につくったルールとか、そういうも

のに従いなさいなんていうことは教えないんですよね。
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　だから市民の幸福とか、価値があるわけですから、そ

ういう価値に即した法体系とか考え方とか解釈というの

をどういうふうに果たして、それを裁判でどう実現する

かというのを考えなさいよと教えるはずの法治主義が変形

されて、あえて曲解して理解して、「ルールドライブから

ミッションドライブ」というのが、このNPMの話です。

　いいか悪いか、矛盾と管理の範囲、法律上の矛盾の中

で、「公共か市場か」というお話があったので、あわせて

お話をしたいと思うんですが、市場というのは、一般的

な相手とのやりとりの中で自由に決めるというのを市場

というふうに言うと、政治で決めるということは、市場

の原理では決められないことを決めるというのが議会制

で、その議会の中で、税金の配分とか予算の配分を一般

的にしていることなもんですから、本来は相入れないと

いうか、相対立する議論をしているはずなわけです。

　ただ、政治の場で決定して執行する、その執行という

部分でより経済性があるとか、効率性があるというとこ

ろで見る時に、指標になるから、金目とか数で見たりす

るとか、効果で出すとかになると、効果とか比率とかで

見ることができるから、市場で使われるものと同じ土俵

で見ることができるかもしれませんけれども、本来は税

金で決めるものの特徴というのは、会社じゃないものだ

から。会社は営利企業とか株主なんで、会社ふうに決め

られるという意味では市場で生きていくという意思決定

の仕組みかもしれないけども、会社と民主主義とか、

「公」、政府との違いというのは、あえて言うんであれば

政治で決めると。

　だから、サービスの水準とか質を市場じゃないところ

で決めることができて、初めて醍醐味がある。ただ、機

能だけのものだから、ここがいいとかが入っているわけ

じゃないんですが、配分の関係でいえば、市場的決定

じゃなくて権威的な決定とは言えます。だから、政治に

おいて民主主義が入っていないところであれば、独裁者

が恣意的に決定して、それがどういうふうになってもと

いうことになるので。それは決定のルールの中のタイプ

が違うだけのものだから、中全的に、今のところは民主

主義国家がやっていると。それが機能していれば、そう

いう正しい、弱者にも配慮された財務供給とか、そうい

うものになるけれども、という違いがあると思われるん

ですね。

　私なりに思う行政が決めてやらなきやならないことと

いうのは、ミッションドライブとか言っても、結局は、

法が実現する価値を追求しない限りは政府じゃないわけ

です。ただ、公共がやることと公共的なことというの

は、民間が「公共だ」といって、特にNPOの法人が、自

分たちが「何が公共としていいんだ」というのは、いろん

なNPOが、いろんな考え方であって、いろんな多元的

な考え方があっていいと思うし、それをお互いに排除し

ない実現方法をつくらなきやならないだろうと。

　少なくとも、公共が何であるかを決めるのは、役所が

独占するのは適切ではないだろうという世界にはなって

きているだろう。そういう中で、つくるという面で指定

管理者とか、そういう制度を考えていかなきやならない。

　ただ、それは民間というよりも、会社というか営利企

業に、それを売り上げの市場が何兆円だからとか、もと

もとは2兆円の市場を開放するとか、そういう意味でパ

ブリック・ビジネスとか、そういうふうにしか今つくら

れてないんだけれども、そこのところは変えなきゃなら

ない。多元的な公共の価値を役所が一方的に決めること

はできなくなっている。それは、役所にそういう能力が

なくなってきていることと、市民社会が充実してきてい

ることがあるから、その中での選択のためのルールは実

は決まっていなくて、それを指定管理者というツールの

中でできるだけうまく、よく決めていかなきやならない。

　それがたまたまでき上がった経緯は、民間の営利企業

という観点。それから、財政が非常に厳しいということ

で、執行当局にしてみれば、金を減らすという観点から

だけしか制度設計はされてない。そういうところをうま

く使えば、非常にニュートラル、どういうふうにでも使

い勝手のいいものに何とかなるだろうと。

　だから、原理的なところでは、多分、制度的には矛盾

のある仕組みというのが指定管理者制度であることはま

ず間違いない。で、そこを何とかうまく使えるための切

り［として、そういうものを、非常に抽象的な、実はそ

んなことを考えています。

【瀧端】ありがとうございます。Plan－Do－Seeと、オペレー

ション、ガバナンスのところは、ちょっと話がかみ合っ

てないのかなとは思うんですが。皆さんからのご意見や

ご質問を伺って、時間が余れば、ちょっと気になる最初
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のところを1回整理していただいて。どなたからでも結

構ですので、ご質問なりご意見なり、どうぞ。

【質問】今日は、すばらしい発表をどうもありがとうござ

いました。田中先生のお話を聞いて、PPPというの

は、イギリスでは質的改善ということを考えながらやっ

ていたものではないかなというふうに思ったのですけれ

ども、日本版PPPで、行政とか民団企業の役割と責任

の再構築とか、質的なものとかが抜け落ちてしまった原

因というか、背景になるものというのは、どういうもの

があるのか教えていただけませんでしょうか。

【田中】日本の制度で一番最初に使ったのは旧通産省系で

す。当然、そういう発想というか、そういう任務の世界

の中で、ここは持ってきた。

　イギリスでPPPの発現形態、典型的な手法として結

局PFI事業のいろいろな種類のことがいっぱい出てき

て、PFIというのがその前にちょっと流行っていたん

ですね、H本では。公共施設をどう整理するかというこ

とで、行政自体では財政が厳しいのでできない。97年ぐ

らいには財政構造改革法とか色々言われていた頃だか

ら、その時に民間で金を出させる方法としていろいろと

考えていた時に、PFIを考えていたのが行政の立場で

す。PFIの発展版がPPPだという理解に、あえて醸

解してると思うんですよね。

　その結果、「公共サービスの民間開放」という言葉に

なって、その道具として指定管理者の制度も使うべきだ

という主張で、いろんな答申が出て制度化がなされ

ちゃった。それをまた理論家が制度にしていく。それが

PPPの一種なんだという説明をしている。政府側に近

い、この方面での有力者の方が言ってるものだから、そ

ういうものになっている。

　公共経営とか、今ちょっとはやってるところもあるん

で、早田稲大学さんにも専門学科があるので、余り文句言

うと怒られちゃうんで（笑）、そんな状況かなと思います。

【瀧端】ありがとうございました。

【質問】千葉県立申央博物館の林といいます。

今のに関連してですが、制度が一枚岩であることは全

く前提としてできないと思うんですけど、省庁のツバ競

り合いみたいなことはよくわかることなんですが、たし

かPFI等から指定管理者等、所管というか省庁って、

PFIが今おっしゃったように経済産業省だったと思うん

ですけど。指定管理者はどちらかというと総務省ベース

だったかもしれないですけど、そのあたりの対立という

か、何か方向性の違いというか、混乱というか、ご存じ

だったら教えていただきたいなと思います。

【田中】これは法改正の背景みたいな話ですから、密室で

見えないところもあって何とも言えないんですけども、

PFIの事業は経産省です。それから、内閣府が強化さ

れるというんですか、90年代の後半ぐらいからは首相直

属の内閣府を独立させて、規制改革委員会に投げて、そ

こで出したことをどんどん出す。それに経済財政諮問会

議をつけていろんな改革、いわゆる小泉政権をベースに

していると、今はやりの構造改革になだれ込んでいると

いうのが、この間の事情です。

　その中で、総務馬廻としては片山プランとか、規制改

革の中でいろんな項目とか、こういうふうにやりなさい

といった中に、侮ができる、できないと言った時に、少

なくとも公表されている議事録の中では、総務省でやり

ますよと言っている。私の見ている限りでは、最初、指

定管理者の制度はこういうふうに設計されるというより

は、当時は管理受託者という枠組みの範囲の中にいわゆ

る第3セクターまでは入ることになっていたんですが、

会社も入るようになるよという形での開放という趣旨で

書いていたのかなと思っているのが、いつのまにか片山

プランというのか、片山虎之助さんが総務大臣の時にい

ろいろ言っていた中ではもうちょっと門戸を開放するた

めの制度が、どんどんどんどんつくられちゃった。

　ついでに言うと、法律ができた時はまだ各省庁のほう

に、これ個別法、一般法は地方自治法の公の施設の規定

なんですが、基本的に適用になるものって箱もの系が中

心なもんだから、総務省自体としては個別法の解釈優先

ですよ、個別法でできないということは余りできません

よど一旦言っていた節があります。そういう解釈しか自

分の省庁ではできませんと言ってたんですが、それが上

の一言というか、もっと出しなさいよというどこかのド

ライブがいろいろかかってたのか、例えば文部科学省で
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博物館も図書館も何でもできるという形のものになった

り、福祉、厚生労働省でも公設のやつも、基本的には何

でもできるんだという解釈を出したり、下水道もこうや

ればここまでは出せるんだとか、道路についてもここま

ではできるんだとか、とにかく前向きで出しなさいよと

いうことがいろいろ言われるようになつちゃった。

　PPP自体は前政権ですね、森政権とか小渕政権の時

に出てきている。最後の制度化の時には構造改革路線に

乗っかっちゃって、やることになつちゃって、単純に会

社というか、民間に市場を開くという、それだけのツー

ル、道具というふうな形になって制度化はされていると

いうことは否定できないと。

【瀧端】ほかにご質問ありましたら、あるいはご意見を。

【質問12日前に田中先生のホームページを探し鐵しまし

た。きょう報告聞けるだろうと思っていたんですが、

帰ったら読もうと思って、勉強する機会がなかったんで

すが。

　今、情報の話も言われましたけれども、なぜ強引に進

むのかというと、確かじゃないかもしれませんが、・・つ

は、WTOの中で公的サービスの市場開放、協定が結ば

れていて。その中には教育サービスも開放というのが、

協定の中で結ばれたわけです。日本は、そういう協定を

締結していると思います。

　締結した国は、どれだけということではありませんけ

れども競争的環境を整備するという努力義務が課され、

いわば法律上を含めて齪酷があるにもかかわらず、何故

強引に市場を開放するかというと、ある意味では市場開

放という国際公約をとにかく先行するために、さまざま

な制度が出てくる。個別法が優先するというのも、それ

を言ってたんでは市場開放が進まないから、競争的関係

を整備するという公約を果たせないという、そういう文

脈なのかなと、1点目は。

　もう少し確認する必要がありまずけれども、グローバ

リゼーションの申で親しい政府の役割、あるいは民間の

役割を構成をしていくという動きの中で多分生きている

ものじゃないなというふうに思います。

　お聞きしたいのは2つありまして、1つは、指定管理

者制度の場合に、1年単位で更新をするわけですよね。

つまり、PFIの場合には、ある程度長い間、例えば10

年だとか20年30年の間に、何を実現するかという議論が

できるかと思いますが、指定管理者の場合には経済性や

効率性というようなことしか契約しておけないような感

じがするんですけれども。その点、例えば行政が担当す

るのか民間が担当するのか、民間の場合にはどこが担当

するのかという基準を考えるという意味で、その時間軸

をどう考えるのか、あるいは時間の軸というのはなかな

か入りにくんじゃないかなと思うんですが、その点いか

がですかというのが1つです。

　プランは誰が立てるのかは別にして、行政と市民との

関係で、行政がSeeですよね。企業やNPOが委託をする

場合、結局、市民がD◎をして、行政がSee、評価をする、

そういう関係になるのかなと思うわけです。

　そういう意味で、田中先生ご指摘されていると思いま

すが、最終的にどういうガバナンス、つまり市民と行政

との関係が、指定管理者ということを前提にしても考え

られるのかということを確認していただければなと思い

ます。

　情報の開示が必要だとご指摘いただきましたけれど

も、Seeが行政でDoが市民になりますと、市民がむしろ行

政に対しては情報開示するけれども、行政は市民に対し

て情報開示する関係にないという、それが指定管理者制

度の枠組みじゃないかなと思うんですけれども、いかが

でしょうか。

【田中】WTOのいろいろな文脈の中は、契約とか外国企

業をどう入れるとか、そういう理解があったんですが、

こっちのほうまで詳しく勉強してないんで、そこは申し

わけないんですが、答えられません。

　それから、期問の関係ですね。1年単位というのは、

事業報告を出す範囲がそれぐらいのタイムスパンだとい

うだけだから、法律上の期間は、指定期間の指定は議会

の議決なんですよね。どうするのかは、団体に限って、

一般論として団体を余り長くしないと言われているんで

す。

　長くしない理由は、受託者のところに官業ビジネスと

考えているところがあるから、利益が幽てきたら、数年

も同じ会社が入っていたら、市場競争も何もないし、と
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いう観点からの制度設計がなされているので余り長くし

ないとか、3年から5年忌。短か過ぎると、投資効率と

か、人を囲い込んだりしたら処遇というか従業員の問題

等もありますので、3年から5年というのを内部で持っ

ている例が多いようです。

　ただ、これは施設によって大分違いかけています。実

際に、福祉施設の関係で指定しているのは、短いところ

もあるんです。例えば1回目の指定は、自分の外郭団体

しか事実上指定できないから2年とか、わからんからと

りあえず2年とかいうところもあるんだけども、しっか

りと新たなところでやっていただくという形でつくって

るところだと、福祉施設だと10年とか。保育所、保育

園、例えば1歳から子供が来て就学までなら6歳までで

すから、先生とか変わられると困りますね。そういうタ

イミングもあるんで10年としているところもあります

し、病院も、公立病院も指定管理者でできるんですね。

横浜の港のほうの病院だと思うんですが、市立病院を、

新しくつくるところに指定管理者の制度ができるんです

が、ここは2◎年ですね。指定期問をどうあるべきかにつ

いては、自治体に裁量が委ねられていますので、自治体

にこの能力というんですか、こういうのを預けられてい

る。

　問題は、3下目とも重なるんですが、自治体と言った

ときに、行政当局だけで考えるところが問題になるとこ

ろですよね。

　執行部門を市民が担ったとして、チェックするところ

を行政が担ってというと、行政が勝手に評価をして、行

政側による市民の評価をやってしまって、行政側が評価

のあれを公開しなかったら密室でと、そういう問題にな

るということと重なるんですが。そこがやはり問題とい

うのは、昨日の公共政策学会に出た時に、NPOとかと

親しい先生からもいろいろなご指摘を受けていて、執行

の結果の評価というのは、主体は責任という意味では行

政が持つとしても、評価の軸とか誰が評価するのかは、

行政だけがやるべきものではないんじゃないのかという

ことが大いにあるわけですよね。

　第三者による評価が重要になるんではないのかなと。

ただ、今の制度は、そういうことは全然考えてない。第

三者といった時、あくまでも市民の財産を信託を受け

て、どういうふうに活用したかという成果を報告してや

ることですから、行政が説明しなきやならないのは布民

ですから、行政が評価をしてるわけじゃないんですね。

行政ではおかしいと思うんですよ。それが今は倒錯して

いる状態かなと私は思うんです。

　評価の仕組みについては、最後の議会の議決でいいん

じゃないかというのが行政当局にいる人のロジックにな

ると思うんだけれども、具体的な評価過程に、市民性と

いうのかな、いわゆる外部性をどう担保させるのかが、

非常にこの部分では重要になってくる。

　評価するということは、評価の前にどういう評価軸で

それを評価するのかという基準を最初につくらなきやな

りませんから、そこのところも行政が企画するんじゃな

いというのが、今H的には十分に必要になってくる。

　ただの貸し館みたいな利用者だけのところだったら話

は別なのかもしれないけれども、専門家の教育研究機関

であるような性格のものであれば管理屋みたいな、行政

だけがやってやるというロジックじゃないものも考えら

れるし、行政が関わるというものになると、専門的な機

関以外のいろいろな行政に対して配分していく総合的な

中で、その部分に財の配分というか、税金の配分をどう

するかという問題の中で、総合的な観点からのバランス

とか、情報をどうチェックするかとか、全体にそれが公

共にどう関わっているかを議論しないと、もし今の制度

をそのまま運用するんであれば、いいようにやられてし

まう。

　密室の中である企業と、ある企業だけじゃないと思う

んですけれども、またはNPOの方等で受託されてる方

が非常に苦労されていると聞いているのは、実は管理経

費の人減らしだけで、行政のほうは指定管理者として指

定されると。金だけ減らされるけども、ボランティアで

ただでやってもらって、あごで使われているみたいな形

で、非常につらいんだという話らしい、私直接会ったわ

けじゃないけど、いろんな文献等でそういうものが出て

います。そういう現状になってしまうから、そこを

ちょっと変えていかないとならないだろうという仕紐み

だと思います。

【瀧端1はい、ありがとうございます。

【井上】桃山学院大学の井上です。私の場合、指定管理者
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制度については、ずっと博物館との関わりでしか見てな

かったものですから、広い視野を与えてくださったこの

発表、すごく私としては勉強になりました。

　日本の場合、まず博物館のうち66％が地方公共団体の

設置によっていますから、H本の博物館の7割弱が指定

管理者制度を何らかの形で影響を受けてしまうという部

分があると思うんですね。

　私自身のスタンスが、今回のいろんな諸制度の改革

が、博物館の運営に都合のいいようにつくられたもので

はないとずっと思っているんですけれども、先程、指定

管理者制度は、このままこの制度を使うのであればこう

やったらいいんじゃないか、ああやったらいいんじゃな

いかと、田中先生しっかりおっしゃっていると思うんで

すけども、もしこの指定管理者嗣度をなくして、田中先

生が立法者であれば、どういうふうな制度から考えてい

けばというか、どういうふうにお考えになりますか。

　私も法学部にいたものですから、立法政策学という学

問、最終的には総合政策という言葉に最近なっているん

ですけれども、その中で学んだことは、大体、社会正義

と経済性というか、市場性の原理を入れてどうのこう

の、そこから法制度を設計しなければいけないようなこ

とを学んだのですが。追申先生の場合、どういう価値観

を持って、この制度に代わるものをお考えになられるの

かなというのをちょっとお聞きしたいんですが。話大き

過ぎて申しわけないんですが。さっきからお話ししてい

らっしゃることを聞いていると、何か先生自体が持って

いらっしゃるような気がすごくしたんで、一端でもいい

ですので、お聞きしたいなと思います。

【朝岡1済みません。関連していいですか。

【瀧端】はい。

【朝岡1東京農工大学の朝岡と申します。

　この指定管理者制度の問題は、たまたまこのラウンド

テーブルが博物館の関係者を中心につくられていますけ

ども、社会教育関係者の中で一番焦点になっているの

は、公民館に指定管理者制度を適用できるかどうかで、

文科省がこの半年ぐらいの間に態度を二転三転させて、

最終的には、田中先生の言葉を借りれば、まさに曲解し

て、法律上は教育委員会が館長を任命することになって

いるわけですけれども、公務員でないので任命しなくて

いいということで、要するに、民間人であれば教育委員

会が任命する必要はないので指定管理者制度でもかまわ

ない。簡単に言うと、そういうやり方で決着しているわ

けです。

　それで、公民館も指定管理者に出せると文科省は指針

を出した。これをどういうふうに考えるか。文科省のレ

ベルで議論しているのと、教育委員会レベルで議論して

いるのと、我々研究者が議論しているのと、どうもかみ

合わないんですね。

　田中先生のように、行政法の枠組みの中できちんと緻

密な議論をすれば、曲解であることも含めてかみ合った

議論ができるんだろうけれども、我々教育学者の場合に

は、教育の論理といいますか、教育法の枠組みと行政法

の枠組みと少し違うんだと。教育委員会制度、地教行法

が典型だと思いますけれども、そういう前提があって、

そもそも行政法一般の枠組みで議論できないところがあ

る。だから、最初からかみ合わせるような気があるのか

ないのかということを問われるような立て方をしちやう

わけですね。

　行政法の立場から言って、指定管理者嗣度は具体的に

いいと思うんですけれども、教育の論理というのは成り

立つのかどうか。我々は教育の自律性とか自由とかと

言っていますけど、その点について、何かお考えがあれ

ば、ぜひお聞かせいただければと思います。

【田中】今回のは、いびつに使われていたんで、行政が

持っている財物という形で言ってるものだから、財政と

財産と。行政法学といっても、財政法に近い財政ベース

の発想と、財産管理ベースの発想で全部制度はできてい

るんですよね。それが各制度に順次行っちゃっているも

のですから。行政が担う主体として、濃いろんなNPO

がいろいろ出てきたとか、公共のあり方をどう考えるか

いろいろ出てきているわけですから、いろいろな管理の

仕組み、仕事の仕組みというものも、多元的な仕組みが

あっていいだろうと僕は思うんです。そういう意味で、

指定管理者の嗣度って1つあってもいいのかもしれない

んだけれども、それだけで選べるのが個々の施設にとっ

ていいのかということは、どうなのかというのがあるん
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です。

　博物館で言えば公立の博物館、国で言えば独立行政法

入の制度になってるんだけど、現在の地方独立行政法入

はできないんですが、こういう仕組みがあるのかないの

か。だけど、地方独立行政法入自体も、独立行政法人が

今博物館でやっていることはいいのかどうか。適切かど

うかというのがもう1回あってですね。施設そのものが

目指すべき価値とか、そういうものの中でいろいろ考え

なきゃならないだろうと。

　直営でやっている施設のよくない点は、会計的にいえ

ばドンブリになっているし、それ自体が管理の仕組みが

明確になっていないとか｛だから、直営の施設のいろい

ろなものをもっとよくする方法ってないのかとか、深く

考えるべきではないのかと思うんですね。

　旧館物については余り詳しくないから、どこまでとい

うことは断言できません。博物館と呼ばれているもの、

大きなところとすごい小さなところでは、もう実は千差

万別で、持っているような需要とか、市民が期待してい

る役割とかも大分違うと思うんで、それに対して博物館

運営のシステムはこうだという確立した重個のシステム

自体ができるかどうかについては、私もちょっと自信が

ないというか、全部を知って言ってないものだから、す

ごく心配になっているんで。そういう意味では、単に指

定管理者か直営かだけじ：やなくて、いろいろな運営の形

態ももっと考えられるような要素をつくる必要、その中

で、公共の人というよりもみんなが一番いいと、当面の

問いいと思われる仕組みを選択できる仕組みがいいだろ

うと。

　それからこれ、一旦変えてしまうとなかなか変えられ

ない。変えられないことが、施設によっては3◎甲羅に響

いてくるとか。教育なんていうのは、小中学校でやって

しまえば、その後2、30年後になって結果が、本人に、将

来にも出てくるわけですから、いいのかということも含め

た選択をしなきやならないのじゃないのかなと思います。

　社会教育施設と公民館の施設の関係ですが、昔から公

民館の教育を一生懸命しっかりやっているところでは、

それなりの蓄積もあっていいと思うんだけども、公民館

が殆どないような大都市もあるんですよね。そこでの社

会教育のあり方は、結局、どうなっているんだと。

　役所の本庁部局にいる人が教育委員会に対して、社会

教育の現場の人だけでなくて、教育委員会の文科省の直

系の系列だけで、議論だけで、人が縦割りでいろんなこ

とをやっているだけなんじゃないのかとか、公教育の部

分だけの議論なのかもしれないんだけども、そんなこと

を言う入も時々いるという中で出てきていること。

　教育法と行政法。行政法総論の部分だと思うんですけ

ども、教育で培っている自律性とか自由とか、社会教育

にどうはめていくか。各地域地域によってギャップがす

ごくあって、何を一一・　9｝よくするかについてこうだという

ことをちょっと言いきれないところがあるんだけれど

も、解釈の申で、教育法が求めようとする原理自体を否

定してまで優先して、はっきり言えば、金もうけのため

に市場に開放しようという理屈には、私自身は立ってな

いんですね。

　それは、もうちょっと何か言えるようにしているし、

それが通用するような社会もつくるように、みんなを説

得しなきゃならないんじゃないのかなと思うんです。そ

れが余りにも何でも、福祉施設でも何でもかんでも全部

行っているものだから、個別利害で言えば、全部守旧派

になってしまうような扱いをされる世の申ですので、き

ちっとうまく主張をしていくようにつくっていかなきや

ならないのが、非常に大変なことではないのかと思う次

第です。

　ちょっと答えになっているかどうかわからないんです

が、そういうふうに思っています。

【瀧端】井上さん、発言よろしいですか。福島さん、お待

たせしました。

【福島】指定管理者に対する報酬、国争の制度というとこ

ろで、特にサービスが悪かった時の制裁というイメージ

がわくんですけれども、テーラー主義でいうところの

ボーナスに当たる報酬、これがないと、サ・一・一ビス向上の

ためにインセンティブが働きませんので、民営化する本

来の意味がないんじゃないかとも思うんですけど。

　一方で、報酬というのがちょっとイメージしにくいで

す。どういうものがあり得るのか、また、海外の事例で

何かあればちょっと教えていただきたいと思うんですが。

【田螺悪い例で、ある自治体。僕も灰聞しただけなんで
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適切かどうかわからないんですが。貸し館のプールの施

設を考えます（【図3】参照）。箱ものがあって、指定管理

者として、費用がありますよね。今考えている上がりと

いうのは、プールの利用者から取る利用料と委託費。す

ごい単純に書うと、こういうもので、本当は利用料とい

うのは、こんなに取ってなくて、全体の経費の今1割か

ら2割の間だと思うんです、一般的には。

　委託費がすごい多いんだけども、法の建て前というか

昔から利用料金制度というのがあって、旧管理受託制度

でも同じことを考えられていたんだけども、ここをどれ

だけ取るかというのは、これは受託者の企画力によりま

す。ここで収入がいっぱい出てくれば、これは実入りが

利益になる部分です。それから、この経費を役所ふうの

経費じゃなく、どこまでコストダウンするかということ

でこれが出てくる。ここの出てきた利益の原資が、配当

とか従業員の給料のアップとか、株主とかという利益に

なる、という考えになる。

　極論すると行政当局の思惑は、ここを一律で何％カッ

トするということだけですく【pa　4】参照）。直営の施設で

は、この経費がどういうふうにかかるのかということ

【図4】指定管理者の具体的イメージ（参考例）

直営施設［舜］指

を、きちっとカウントするような会計的なデv一・一タもない

とかいうのがあると思うんですけれども、一応こうある

んですね。

　報酬の中で何を思ったかですね、極端な団体は、この

利用水準の中、率か侮かをしたようなんだけども、この

率で目標を達成すると、達成度に応じて委託費をふやす

といったような仕組みを入れようとしているところもあ

ると聞いています。

　論理的にはあるのかもしれないんだけれども、委託費

と言っていいかどうか問題ですが、利益。税金ですか

ら、もともとは。税金で株主の配当をふやしちゃう分に

なるんで、それから委託金の計算の仕方もつかみでやる

のか、積み上げでやるのかとあるんですね。これ差っ引

いた上で、人件費とか経費を役所の予算みたいに査定し

てから、積み上げていって出すのか出さないのかとか、

能力のあるところとないところで全然違うんだけど、一

応、インセンティブに当たるところというのは、これの

自由度、裁量を広げることで、これを大きくするという

のが1つ自由になることでのメリット。それから、ここ

の委託費。これがよくないと思うんだけど、この委託費

をある一定水準よりよくなったらということで出すメ

リット。それから、自分でいろいろやると、オペレー

ションだけじゃなくて、経費をどう麟減するかは自分の

営業ノウハウでやれるという意味で、ここを増やせると

いうメリットがあることが、ヱつの報酬的なものなんだ

ろうと考えられるということです。

　通常は、この上がりを役所に返すという契約にはなら

ないことになっているんで、この上がり分というのがあ

なたの報酬になりますよと。努力すればなります。それ

が報酬だと。

　制裁というのは、実は指定管理者の法制としては殆ど

ないんです。悪いことをした時に必要な指示とかして、

言うことを聞かなければ取消しをするとかしないとかい

う、そういう規定しかないから、実際ペナルティー一一・とい

うのは、本当は今の法律の制度の中ではない。

　実際に一旦取り消して、プール閉められるかといった

ら閉められない。市民の利用する施設を閉められるかと

いったら閉められないわけですから。じゃまた人を囲い

込んで仕事ができるかといったら、職員にするしないと

いうことですごく身分違うから、急に公務員として雇用
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できるわけでも何でもないんで、指揮命令できるとは思

えない。実は非常に空疎な建て前になっているんだけ

ど、ペナルティーの部分は実はもうちょっと考えなきゃ

ならない。

　報酬というのは、こういうところの裁量で利用料金を

増やせるとか、委託費をところによってはアップすると

いう仕組みを持つ。あとは経費の劇減した部分について

取り戻すことはしないということですね。

【福島】図書館のように利用料を徴収できない施設は、基

本的に将来継続的なサービス改善のインセンティブとし

ては、貸し出し冊数をこれ以上にしたら委託料をアップし

ますなんていうことを言わない限りは、ないということ。

た博物館でどういつだような問題が現在起こりつつある

のかということ、それをちょっとまずお湧いただけると

ありがたいと思います。そこから、もしかしたら、公民

館に波及するような問題などが出てくるのかなという感

じがするんですけど。

　また、今日、会場にいらっしゃっている方たちの中

で、既に公民館で指定管理者を導入されたという情報が

ある方は、ちょっとそこで情報提供をいただければあり

がたいなと思います。どうぞよろしくお願いいたします。

【瀧端】博物館のほうは私と、大嶋さんから話させていた

だくとして。まず、公民館のことでご存じの方おられた

ら、是非この場でお願いします。

【田刺受け手のメリットというのはいろいろあります。

会社によって余剰人員抱えていて、整理しなきやならな

い。でも、整理するのはなかなか難しいから、生かすた

めにやる。いろんな思いの中でつけられることがあるん

です。今、指定管理者で、少しずつ図書館って増えてい

ますよね、なぜか。それは、ビジネスモデルをここで蓄

積していろいろやれるからでしょうね。

　委託費をもらって少し赤字であっても、会社を回して

いけるというところは、会社にとってみれば大きなイン

センティブと思われるんですね。受け手の立場、気持ち

はいろいろあるから何とも言えないんですけれども、そ

うなのかなと。

【瀧端】時間的には残り10分ですが、せっかくですから、

何か質問ご意見ありましたら。

【赤尾】関西大学の赤尾でございます。

　私どもは、7月に関西集会というところで、指定管理

者制度についてシンポジウムをやります。

　今の時点で特に図書館や博物館に指定管理者が導入さ

れているわけですけれども、今日は瀧端先生を初め、博

物館の関係者の方たちが、ここで指定管理者を問題にさ

れたわけですけども、先ほど農工大の朝岡先生がおっ

しゃったように、公民館も指定管理者が入ってくること

は時間の問題になってきているわけです。

　1つお聞きしたいのは、実際に指定管理者を導入され

【田中】あんまりまだ公民館自体は、公民館活動のしっか

りしているところでは、それほど議論はない。それか

ら、受け手として、地域の人をもっと使いたいとかとい

う人方が、公民館のやつを。あとちょっと田舎のほう

で、地域住民の方で団体つくってもらって、そしてやっ

てもらえないかと。施設の管理とかいろんなこともある

し、自分たちの企画とか、そういうことも含めて地域で

やれないのかということを、頭の中で考えている方とい

うのはあっても、制度も書いてあるというのは、ちょっ

と余りまだ見てないですね。申しわけないです。

【田端】博物館は、新潟市歴史博物館と、島根県立美術

館、長崎歴史文化博物館。島根についてまず、大嶋さん。

【大嶋】詳しいというか、まだ実際に、指定管理者制度が

始まって1年ですから、具体的にそれによって問題が本

当に起きたのかどうか。まだ判断不能ですね。今のとこ

ろ、指定管理者制度を取るのか、直営に戻すのか、直営

のままなのかという、三択になっていて、そこのところ

の判断基準があまりない。全体としては、自治体として

は、行政としては、経費を減らしたいというか、身上の

頭数と図上の使っているお金が減ったように見せたいと

言ったほうがいいような気がするんだけど、そのために

指定管理者制度を使って変えたいと思っているところ

と、公共性を守るためにという言い方がいいかどうかわ

からないけど、直営のほうにやりたいと思っているとか
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の引き合いですかね。そこら辺の引き合いの申で、いろ

んな問題が上がってきたと思います。

　ただ島根でも、もうちょっと長く続けるのかなと思っ

たら、3年後は保障がないんだそうです。あそこは完全に

学芸部門とそれ以外の管理運営部門とに分けて、管理部

門だけで、学芸部門は今まで通りという話に最初理解して

いたんですけども、実際には3年後に全然保障がない。

　長崎県立美術博：物館だとか、リニューアルの時に、博

物関係と美術関係に分かれていて、それと指定管理者制

度を取ったわけで、まだ、実際どうなるのかわからない

けれども。ちょうどこの間、長崎県美の学芸員募集の募

集要項が回ってたんですけども、あれには余り書いてな

いんです6今までの採用と同じような条件しか書いてな

いんだけど、どうも指定管理者制度絡みの会合で渡され

るペーパーを見ると、例えば常勤だと言われる人でも今

までの雇用とちょっと違う条件がついている。それは募

集の時には書いていなかったりとかというようなことが

あったりして。

　今まで安穏としていたところが緊張感を持つように

なって、よくなっていくというべきか、それとも何か大

事なところが揺らいでいくというべきなのか。ちょっと

困ったなということですね。

【瀧端】私の不勉強というか準備不足で申しわけないんで

すが、今上げた3つの館が指定管理者制度を既に導入し

たり、これから開館に向けて準備していく話は知ってい

るんですが、きちんと皆さんにお話できる裏を取った話

は、申しわけないんですが、準備する時間がなくてでき

ないんですね。今回は、そういう個劉の例とは違う水準

の話を考えていたんですが、私が知っている範囲で、も

し間違っていたらごめんなさいという前提：のもとに話さ

せていただきます。

　長崎の事例は、長綺歴史文化博物館。私は、美術部門

については知らないんですが、博物館部門については、

年月をはっきり覚えていないのですが、うちの大学にも

学芸員の公募の書類が回ってきました。専任採用と非常

勤採用と両方回ってきて、その文面は、指定管理者制度

に移行することを前提としたものだったと記憶している

んですね。

　長崎歴史文化博物館は、現在、指定管理者に指定され

た乃図工謡扇が、展示設計の段階から関わっていて、ど

のような展示をするかには、乃村の提案がかなり入って

いるわけです。実際に、雪穴工藝社に落ちたら、やっぱ

りそうだったのかと私は思ったんですけども、どういう

人がそこの学芸員で働くかというと、具体的なことは避

けまずけれども、博物館の業界の中ではかなり名前の知

られた方が、もともと乃村に関係されていたこともあっ

て、学芸員になられるということで決まられている。

　ただ、正規の採用ではなくて有期限な雇用のわけで

す。だから、問題としては、民間企業が指定管理者に

なった時に、そこで働く専門職が、その会社のもともと

の正規の社員がなる場合もあるだろうけれども、さっき

田中先生が言われたような、企業の中で余っている人

だったり、人事政策の中で配置されるケースもあるで

しょうけれども、専門職自体を契約社員のまま使ってし

まう、乃村が長崎でつくった例は、1つの先行事例にな

る可能性はあるので、雇用問題から見れば、正採用でな

い人が専門職でかなりの水準のことを求められながら

も、雇用が不安定になっていくというのは、ユつ危惧さ

れる点かと思うんですね。

　ただ、博物館の例でいうと、私のうがった見方かもし

れないけれども、実際に建設準備の段階から専門の学芸

員が入ったり、あるいは専門職館長が決まってるという

ケースはむしろ少数派で、殆どの場合は、展示設計で大

手展示業者がかなりのプランを書いて、あるいは学芸員

として採用されている人と一緒に共同作業を組んでやっ

ていたりとか、直営の博：物館でも、美術館はちょっと別

ですけれども、歴史民俗その他の博物館においては、実

際の展示更新も、大手展示業者が学芸の現場と相談しな

がらやってるわけなので、これも温度差ありまずけれど

も、結局、学芸員の側の実力がないと、展示業者の実力

のほうが、3◎年とかやってる人たちのほうがすぐれてる

場合もあるわけですよね。

　だから、援問業者が指定管理者になることが必ずしも

悪いとは、こと博物館に関してはもしかしたら言えない

かもしれない。あるいはずっと直営で、政策立案能力も

あるような学芸員さんを抱えているところであれば、恐

らく直営のままいく、あるいは専門職部分は直営という

か、公務員身分のままやるほうがいいケースもあるだろ

うし、もしかしたら全とっかえしちゃったほうがよくな

一　37　一



るケースもあるだろうし、絶対これがいいということは

言えないんじゃないかと私自身は思っているんですね。

時間になってしまったので。じゃ、大嶋さん。

【大嶋】最後にですけれども、例えば報酬というか、イン

センティブを上げるために、うまく運営した場合に学芸

員が増えるとか。指定管理者制度以前の話ですけれど

も、宮城県で逆のことが起こったことがあります。

　あるまちの美術館みたいな施設があったんですけれど

も、NPOができて、3年間運営したんですね。うまく

運営したが、委託料を減らすとなって、結局、立たなく

なった例というのがあったりするんですけれども。

　これから、いろんな問題が起こってくると思うんだけ

れども、制度設計をしている時の書葉が、つくっていく

考え方というか、財政学、経営学の言葉だったり、行政

の言葉だったり。…番最初に、田中先生が言われてたみ

たいに、多分つくっていく時に教育の言葉だったり文化

の言葉だったりとか、違うところで。やれば絶対、考え

方のずれがいっぱい起こるんで、そのずれを起こして利

用していけるかどうかというか、使っていけるかどうか

というのが、しょうがない考え方としては、そうせざるを

得ないんだろうというようなことを思っていたんですね。

　例えばPFIといった時は、プライベート・ファイナ

ンス・イニシアチブになったから、ファイナンスという

ところにすごい重点がかかっていたと思います。

　そのファイナンスというのが、例えばある種の長期的

なものとして回収できるかどうか。箱ものをつくる時

に、各自治体であっても地方債をおこす時なんか、当面

50年号か考えていたはずなんですけども。そういう延長

線hで考えていた時に、やれるということと、PPPと

いう言い方になってしまったり、マネージメントという

言い方になって、ある意味歯どめがなくなっているのか

もしれないです。

　そこは、歯どめのなさをよく考えておかないと、例え

ば指定管理者制度が始まる前に最初にやってきたのが、

公務員の人減らしという話で、どんどん非常勤化してい

く、非常勤だったのを委託業務にどんどん出していく、

それで質が上がったかどうかというのが、ものすごい問

題があったりする。

　今までの入札制度とか委託費を払うための仕組みと、

指定管理者制度の場合と違う面がいっぱいあるわけで、

そこのところも見ていただかないと、実際にやっていけ

るかどうかというのは、また、いろいろ問題が出てくる

ものと思いますね。

　田中先生の発表の中で、最後の部分もう少し詳しく

やっていただけると、方向を教えることだけじゃなく

て、公金支出の問題が出てきますね。10頁（本冊子49頁）

のところに、憲法89条の問題と書かれているんですけ

ど。憲法89条って一体何書かれているんだろう、って

さっき僕らの間で田中先生に聞いていたのですが。今ま

でのお金の使い方、ないしは公金である、あるいは利用

料とか、そういうものをとるとかというものに関して

も、注意深く考え方を洗ってやっていかないと、本当は

いい制度になるべきものが、何かとんでもないものに

なつちゃって終わっちゃうということにならないように

したいと。

【田中】…・言だけ憲法論規定のお話で。ここでは福祉の関

係を書いているんですが、むしろ教育の方にとっては教

育のほうが重要だと思うんですが。…般的に宗教には公

金支出してはいけないということと、公の支配に属さな

い教育とか慈善とか博愛には、公金の支出とか財産の提

供しちゃいけないという憲法の規定、政府に対して、地

方公共団体も含めて規定があります。

　規定が、実際には私立学校に公金とか補助とか出さな

いとならないことなどもあって、実際にはどうなってい

るって、ほとんど3、40年前に議論が終わったと。実質

上、既成事実が進んでいるだけで、あんまり議論しない

うちに終わっていって。公の支配に属しないから、公の

支配に何かあれば金出せるんだというふうに取って、

じゃそれが何なのかは余り議論しないうちにどんどん

行っているうちに、今回の指定管理者制度の法律とか、

それから、福祉施設で言えば民間の保育所なんかは、株

式も参入できるというのは、5年前に法律に固いちゃっ

てるんですけれども、議論をしないうちにどんどん進ん

じゃっているというところがあるんです。

　憲法改正の議論がいろいろされている中で、この条項

をどう思われるのかとか、立法の趣旨がどうだというの

は別としても、少なくともこういう規定があって、これ

についての公の支配に属するという部分、最低限公の支
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配に属さないと金は出せない。指定管理者についても、

そもそも関係ないんだという議論があり得るかもしれな

いけど、議論をする必要というのは、自治体にサイコur

が投げられているところの課題ではないかと私は思って

おります。

　これについては、多分、だれも議論していないし、そ

んなのできるんだみたいな言い方のほうが多いかと思い

ますけれども、注意をしていただければなと思います。

　全体としては、いろいろ教えてもらいました。私もも

うちょっとクリアにいろいろ考えたいなと思います。ど

うもいろいろありがとうございました。（拍手〉

【瀧端】田中先生、ありがとうございます。それから、皆

さんにもいろいろとご意見いただき、ありがとうござい

ました。私の方の準備不足というのもあるのですけど、最

後にちょっとうまく説明できなかった部分は、また機会が

ありましたら4。今日は長い間ありがとうございました。
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き　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ま

i関係構築の視点から一」（課題番号圭753◎597；研究代表i

i者　瀧端真理子）の一部を用いてなされたものである。i

コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ

i　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（翼端記）i
o　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I

l縢騨葡一一＿一＿句一一一一＿P璽一曹，一卿一一”韓静軸一奮一〇＿一曹一一一一＿曹＿一一一曹一曾卿齢騨需輸聯騨曽薗曽一一一一＿胃一r曽，一＿＿＿一，卿禰’

4　指定管理者制度が導入された島根県立美術館、長崎歴史文化博物館、長崎県美術館の3事例については、その後エッセイ風の訪問記を書

　き、若干の考察を行った。下記を併せてお読みいただければ幸いである。瀧端真理子「指定管理者制度の導入一公立ミュージアムのゆくえ」

　赤尾勝己編『現代のエスプリ』466回目特集　生涯学習社会の諸相一一その理論・制度・実践）、至文堂、2006年5月発行予定。
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w日配・’4’：

2◎05年度　日本社会教育学会　6月集会ラウンドテーブル①

報告「NPM、PPPから考える指定管理者制度」
　　　　　　　　　　九州大学大学院　法学研究院　田中孝男

報告目次

　一一一L報告の趣旨・日的

　二　「失われた10年」から指定管理者導入まで、そして現在

　三　NPMの愚想、背景、鰯度の概要とH本の政府組織におけ

　　　る展開状況

　四　PPPの思想、背景、翻度の概要とH本の町制組織におけ

　　　る展開状況

　五　翼PM＝PPP型行政運営における各種自治体改革手法の

　　　制度化と指定管理者制度

　六　のぞまれる制度の運用に関する視点

　七　検討不十分の項M、今後の指定管理者制度、自治体運営改

　　　革手法の展望

一　報告の趣旨・目的

　1　報告の趣賞・目的

・　自己紹介〈研究分野、前歴、本学会固有の「知識財産」を有し

　　ていないことから来る不明をおそれる〉

・　指定管理者制度（1）への対応に追われる第一線　⇒　望まし

　　い運営手法に関する議論が深まらないまま事態が推移して

　　いないだろうか

・　指定管理者劇度の背景には、NPM（New　Public

　　Management）とか、　PPP（Public　Private
　　PartRershlps）といった考え方が見られる。

・　NPM、　PPPの思想・政策そのものには批判もあるが、ま

　　ずは、その基本的な内容や背景思想、これが機能する要件

　　などをきちんと把握することが、指定管理者制度を市民的

　　に適切なものとすめるためには、必要と考える。

・　本報告は、こうした問題意識から、博物館といった各論的な

　　いし四三的なテーマをひとまず措いて、指定管理者劇度の

　　背景となるNPM、　PPPを考えることから出発して、指

　　定管理者制度のよりよき運用のあり方について検討するも
　　のである（2）（3）。

　2　問題の設定と報告の展開方法・視点

①問題の設定

・　指定管理者制度の背景思想をよりょく理解する必要がある

　　（という問題認識）

・　現に創設された仕組みをより良く運営するための要点を、背

　　景思想から探り、できる限り明らかにする（という手法を採

　　用）

②報皆の展開方法・視点

・　指定管理者制度周辺で見られた近年の日本の社会経済状況に

おける諸改革の動向を踏まえる。その改革には、NPM、

PPPといった言葉の思想が底流に流れている。

そこでまず、NPMの思想、背景・歴史、制度の概要、とり

わけキー・ファクター（鍵となる要素）と日本の政府組織、

とくに自治体における展開状況について検討する。

次に、PPPの思想、背景・歴史、制度の概要、とりわけ

キー・ファクターと日本の政府組織・自治体における展開

状況について検討する。ここまでを踏まえ、現在進められ

ている自治体運営に関する諸改革を、NPM＝PPP型行
政運営と位：置付ける◎

NPM＝PPP型行政運営が、近年の自治体にどのような具

体的制度・手法として展開されるようになっているのかを

検討する。そうした中で、自治体における指定管理者制度

のNPM＝PPP型行政運営における思想的・体系的位置
付けを明らかにする。

これらを踏まえ、先に述べた、NPM、　PPPのキー・ファ

クターから、それが自治体運営の実務において的確に機能

するための要件を洗い出す。この要件から、現在進められ

ている指定管理者制度の実務を念頭に置きつつ、条例や協

定のあり方について、その要点を示す。

このあり方の提言は、現実との乖離がある。現在さらに進め

られていくであろう自治体運営改革手法の動きを展望する

とともに、管理受託制度から完全移行する平成2◎◎6年9月

以降における指定管理者制度の改革課題をまとめ、報告の

結びとする。

二　「失われた紛年」から指定管理者導入まで、そして現在

　1　日本の1990年代一「失われた10年」一転

・　経済の停滞に対する産業界の深潭緩和・規制撤廃要請とよ

　　り、いっそうの行政改革への要求

・　政権交代とその地方分権改革

・　橋本六大改革（行政改革一中央省庁等再編と独立行政法人制

　　度創設一、金融システム改革、財政改革、社会保障改革、

　　教育改革、その他の改革）⇒たとえば、PFI制度（4）

・　市民分野での勝ち取ったもの～NPO法入制度、情報公開制

　　度

・　小泉構造改革く骨太20el、骨太2002一構造改革特区制度導

　　入、骨太2003）

・　多元的問題群の中に「はさまれながら」進められた第1次地方

　　分権改革（1995年頃2000年4月差（5）

・　第2次地方分権改革（税財源充実）は、国の財政構造改革路線

　　によって、事実上頓挫。地方分権は、地方分権改革推＝進会

　　議（2001年7月～2004年7月）に引き継がれたが、方向は大

　　きく変わった。（2◎◎2年1◎月臨画事業のあり方」⇒事務移

　　管、2003年6月「三位一体改革」（6）⇒補助金・交付税削減、

（1）霞治体が設置した公共施設を、地方自治法第244条の2第3項以下に規定するところにより、指定管理者によって管理させる仕組みをいう。

　　以下同じ。

〈2）報告者は地方露治法学・行政法学を専攻としているが、NPM、　PPPは、その回想的淵源から、むしろ、行政学や経済学（公共経済学〉、

　　経営学において議論されている。專門家から見ればそれほど詳しくはないが、報告者は、その前歴等から自治体におけるいわゆる管理部

　　門の行動様式・文化に撲している。それゆえに、こうした部門のロジックを披涌することで、ag　一線部門の方との実りある対話ができる

　　ことを、この報告の伏線三口的としている。

（3）行政法学からNPMについて検討する文献も、とくに構造改革路線批判の立場から数多くある。報告において必要に応じて紹介・引用す

　　る。ここでは、NPMの肯定的側面を踏まえた文献として、山村恒年編『新公共管理システムと行政法』信山社、2004年と、少し長いタイ

　　ムスパンの中での議論だがNPM型改革に批判的な議論の行政法学上の著作として、晴山一一穂『行政法の変容と行政の公共性』法律文化社、

　　2◎◎4年を挙げておく◎

（4）Private　Finance　Initiative。公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して行う新しい手法（内

　　閣府9　p　一http：〃www＆ca〈）．9（｝，jp／pfi／aboutpfl．htm｝一より）。

　民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（PFI法）は、1999年9月施行。

（5）纂！次地方分権改革は、地方分権推進法に基づく諸施策の展開をもってこれを示すため、同法の施行期問〈地方分権推進委員会の存続期間〉

　　の終期たる2001年7月までと考えることもあり得る。ここでは、いわゆる第1次地方分権改革の目玉である地方自治法等475件の法律を一一

　　括で改正したいわゆる「地方分権一括法」の施行期日（2000年4月）をもって第1次地方分権改革の終期とする。

（6）地方行財政の改革として、税源の地方への移譲、地：方交付税の翻減、国庫補助金の劇減の3つを同時に行うこと。
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　　税源移譲検討→内部で反対、2004年6月「地方公共団体の行

　　財政改革の推進等行政体制の整備」⇒行革推進と合併促進）

・　西尾試案（2002年11月）⇒地方自治法2004年改正へ結実

　2　指定管理者制度の導入

・　：地方分権改革推進会議意見（2002年10月目

・　総合規制改革会議第2次答申（2002年12月）

・　地方自治法改正（2003年6月）⇒指定管理者制度導入（2003年

　　9月施行。既存の管理受託制度から指定管理者への移行に

　　は3年の猶予〉

　　※　後述するが、この国会で、同時に、地方独立行政法人法

　　（同法施行に伴う整備法）が制定されている（施行2eg4年4

　　月）。

　3　指定管理者制度創設後、現在

・　2◎◎4年地方盲治法改正（さらなる市町村合併推進、地域自治

　　区制度創設〉

・　20◎4年12月閣議決定「今後の行政改革の方針」〈いわゆる行政

　　改革大綱に相当）

　　8　地方分権の推進

　　（2）地方行革の推進

　　　ア
　　　（ウ）　指定管理者制度の積極的活用

　　　　現行の管理委託制度により出資法人等へ管理委託している公の

　　　施設について、平成18年9月の指定管理者制度への移行期限ま

　　　でに、施設の廃止を含め管理の在り方について総合的に点検する

　　　よう要請する。現在教護で管理している公の施設についても、同

　　　様に、施設の廃止を含め管理の在り方について総合的に点検する

　　　よう要請する。

・　2005年3月総務省通知「地方公共団体における行政改革の推

　　進のための薪たな指針」（ア〉

　第2　行政改革練紅上の主要事項について

1　地方公共童体における行政の根うべき役割の重点化

〈2＞ま旨定管理者舞毒度の漫…用

①現：在海蛍で管理しているものを含め、すべての公の施設につい

　　て、管理のあり方についての検証を行い、検証結果を公表する

　　こと◎

②特に、平成壌5黛9鍔の指定管理者糊度の創設に係る地方自治法

　　の改正前の管理委託糊度により出資法人、公共団体又は公共的

　　団体へ管理委託している公の施設については、平成18年9月の

　　指定管理者制度への移行期限までに、当該出資法人等を指定管

　　理者に指定するか、新たに民間事業者等を指定管理者に指定す

　　るか、当該施設を廃止するか等、管理のあり方についての検証

　　を行うこと。

③管理のあり方の検証に際しては、各施設ごとに、行政としての

　　関与の必要性、存続すべきか廃止すべきか、存続する場合には

　　管理主体をどうするかなどについて、民間事業者等を指定管理

　　者とする場合との比較等も含め、その理由を明らかにした上

　　で、住民等に対する説明責任を十分に果たすこと。

④公の施設の管理状況については、管理の主体や、管理主体が指

　　定管理者となっていない場合にはその理由等の具体的な状況を

　　公表すること。

三　NPMの思想、背景、制度の概要と日本の政府組織における

　展開状況

　1　NPMの意義
・　NPMという醤葉がいっから使用されているかは明確ではな

　　い（198e年代以後、1990年時代初頭のいずれか）。少なくと

　　も、行政学、公共政策学などの理論から導出されたもので

　　はなく、「素早く動くアイデアの一群で、その革新はアカデ

　　ミズムからきたというよりも、実践からそして民間からき

　　たもの」と考えられている⑧。じっさい、NPMの言葉の中

　　に、何でも放り込むことができる。

・　もっとも、NPMの意味については、大住荘四郎氏の「民間企

　　業における経営理念・手法、さらには成功事例などを可能

　　な限り行政現場に導入することを通じて行政部門の効率

　　化・活性化を図ること」⑨というのが、一番わかりやすい。

・　そして、この理論（考え方ないし思想の潮流程度のものかも

　　しれない）は、具体的には次をその主な内容とする（10）。

　　①「業績／成果」による統制一経営資源の使用に関する裁

　　　　量を広げる

　　②市場メカニズムの宝地（民営化、エージェンシー化、契

　　　　約型システム）

　　③顧客主義
　　④ヒエラルキーの簡索化（分権化）

・　NPMそのものに批判的な立場の定義としては「自治体を地

　　域経営体とみなして、そこに民聞企業の経営管理を持ち込

　　もうとする手法にすぎない」（tl）というものがある。

　2　NPMの政治・社会・経済的背景

・　一般に、NPMは、イギリスの号ッチャリズムにむすびつけ

　　て論じられている（12）。⇒ここから、これを「薪自由主義」と

　　位置付け、NPMの下での改革を、新自由主義型改革とす
　　る整理もある（t3＞。

・　ただし、少なくともイギリスの改革は労働党政権時代から始

　　まっていてサッチャリズムに基づくというものではないと

　　いう指摘があるし（14＞、ドラスティックな改革は労働党政権

　　下で始まった：．k・一一ジ・一一　9ンドの方が有名である。

　3　NPMの思想基盤
・　NPMが実践から出たものであるならば理論的な思想基盤は

　　それほど意識されていないのではないかとも思われるが、

　　学問的には経済学における新制度量経済学と経営学におけ

　　るネオ・テイラー一主義の発展版と考えられている（15）。

・　新制度派経済学とは何かについて考える前提として、制度派

　　経済学について（16）。⇒ウエブレンを始祖とする制度派経済

（7）3月29日付け総行整第11暑。

（8）稲孫裕昭『人事・給与と地方自治』東洋経済新報社、2000年、259頁が引用するクリストファー・フッドの見解。フッド氏は、この用語を初

　　めて用いたと指摘されることが行政学の世界では多い。

（9）大住『ニュー・パブリックマネジメントー理念・ビジョン・戦略』日本評論社、1999年、1頁。なお、NPMが住民を単なる顧客に見立て

　　ることへの批判に対してNPMそのものが内容を変飾させてきている。だが、大住氏は、この定義自体は、近著でもいささかも変えていな

　　い（同『NPMによる経営革薪』子下書房、2◎05年、91～92頁〉。

（1e）大住『翼P厳による経営革親92頁の内容に、山村編噺公共管理システムと行政法S25頁の要素xメントをアレンジした。

〈ll）二宮厚美「構造改革とNPMのなかの公務労働」同・極寒一穂編が公務員鯛度の変質と公務労働』懲治体研究社、2◎◎5年、32頁。

（12）「PHP政策概究レポtUト」（V◎1．婆　Ne．55）2◎◎1年U月、3頁（匿名）

（13）上記・二宮論文の立場。

（14＞稲継駄事・給与と地方山鼠259頁によるフッド氏の見解。

（15）稲継駄事・給与と地方禽漏259頁によるフッド氏の見解を借用。また、大住にユー・パブi．｝ックマネジメン稲40頁～45頁、躍パプワッ

　　ク・マネジメント細越評論社、2◎◎2年、41～47頁にNPMを支える経済理論として薪今回派経済学の考え方の説明が挙げられており、ま

　　た、同『ニュー・パブリックマネジメント』59頁でネオ・テイラー主義について記す。

（16）以下の綱度派経済学の説明には、①赤澤昭三ほか『制度経済学の基礎』八千代出版、1998年、第1章（高橋真執筆〉、②赤澤昭三ほかf制度の

　　進化と選択』八千代出版、2002年、第1章（高橋真執筆）を参照している。
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　　学㈱度学派〉は、19盤紀末から2◎世紀初頭にかけて、当時

　　のアメリカ社会における独占化傾向、循環的な不況の発生

　　と大量失業という背景を踏まえ、自由放任の経済学とは異

　　なる、経済システムの制度や慣習を研究する経済学であ

　　る。一般に、旧制度派と呼ばれている。この学問系統に

　　は、ガルブレイスらがいる。

・　NPMでとりあげる新制度派経済学は、この系統で制度につ

　　いて論じるものではない。むしろ、新古典派経済学のミク

　　ロ経済学が、公共選択論や、第2次大戦後急速に発展した

　　ゲーム理論などを取り入れて、劇度について考察するもの

　　である。誰の何に、新制度派経済学のラベルをはるのか明

　　白な基準はないが、H本の法律学でも重視されつつある（ア

　　メリカでは圧倒的主流派の）「法と経済」学の法学者（例、

　　コース〉は、経済学ではこの新興度派に位置付けられる。つ

　　まり、NPMの経済学的思想背景たる新制度派経済学とは

　　新古典派経済学の一分野にほかならない。とくに次の理論
　　が引用される（17）。

　　①プリンシパル・エイジxント理論

　組織内外ともに、すべての経済的関係を契約関係とみなす。あ

る仕事を依頼するとき、一方をプリンシパル（依頼人）、もう一方

をエイジェント（代理入）とする。両者の関係は情報の非対象性な

どによる問題を有することから、プリンシパルの利害とエイジan

ントの利害を一致させるように、エイジxントに意思決定の裁量

を与えるとともに「報酬と制裁」条項を契約に盛り込む。また、エ

イジェントの情報公開を進めるとともに、プリンシパルがエイ

ジェントのモニタリング（監視）をしっかり行うというのが、制度

化における重要なポイントとなる。（理論は華麗な数式で証明を

図るが、本報告の本旨にとって重要ではないので深く考察してい

ない）。

　　②取引コスト理論佃中がかなり大雑把にまとめている）

　上記モニタリングにはさまざまなコストが発生する。また、取

引の当事者を変更すると特別なコストが発生することがある（部

品に特注品が必要な場合に部品納入の取引相手を変更するような

場合）。このコストの多寡によって、市場取引（継織外取引）か組

織内部取引にするかを選択する。

取引コスト論からも、市場取引のコスト（参入障壁）を下げるた

めの情報公開などが求められるだろう。

・　次に、ネオ・テイラー主義は必ずしも明確ではないが、業績

　　を測定するという意味での科学的管理法（コンピュータを
　　持ったテーラー主義）をさす（18）（19）。

・　1①～④で挙げた4つの要素の多くは、こうした経済思想・

　　経営思想が背景にあるような行政改革手法をくくったもの

　　である。

・　NPMが民営化・市場化を志向する過程における政府本体の

　　規制集中傾向、触媒なき政府・被治感なき統治一「触媒政

　　府」論（20）を内包している。

　4　諸外国の行財政運営改革とNPMの分類

・　こうした古典的（当初）のNPMには、トップマネジメントや

　　住民の参加・協働の概念はない（2つ。

・　だが、90年代以降各国で進められている改革は、世界的な経

　　済的停滞の申で、それぞれ相互に影響しあいながらも独自

　　に進められてきていた。そこで、世界各国のNPMの潮流に

　　ついて、現在は、3つのタイプ（契約モデル、顧客選択モデ

　　ル、市民主導型モデル）があると考えられているが、90年代

　　以降各国で進められている改革は、世界的な経済的停滞の

　　中で、それぞれ相互に影響しあいながらも独自に進められ

　　てきていた。そこで、世界各国のNPMの潮流について、大
　　住氏は、次の3つのモデルがあるとしている（22）。

①契約モデル（業績・成果による統治。北欧型）（23）

　法令・規劉による伝統的な官僚システムから、組織運営の現代

化の中核的な要素としての業績による統治へ。エージェンシーな

ど内部マネジメントの効率化を優先。スウェーデン、ノル

ウェー、フィンランドが例示される。たとえば、スウェーデンの

場合、エージxンシー綱度は1◎e年以上葡からあり、分権・分散

型のシステムが整っていたため、むしろ集権的なシステム改：革が

志向されているとされる。

②顧客選択モデル（市場による統治。英国・ニュージーランド型）

　市場メカニズムの活用を優先。イギリスの強制競争入札劇度、

ニュージーランドにおける業績契約、公会計システムの民間化等

の改革が典型例。

③市昆主導型モデル（市民社会による統治）

　政府の権限委譲を進め、市民参加や直接民主主義的な手法を幅

広く活用。デンマークやオランダが例示される。（ただし、デン

マークは、システム的にはスウェーデンに近く（24）、このような

分類i整理が妥当かは再吟味が必要）

・　大住氏は、管見の限りの著作において、市民主導型モデルに

　　ついての詳しい検討はしていない。とくに市民主導型モデ

　　ルとされるオランダについてのケーススタディが日本では

　　非常に部分的にしかなされていないのではないか（25＞（下記

　　において補足）

・　オランダの改革　⇒　ティルブルク・モデルと呼ばれてい

　　る。91年。ドイツに波及　⇒　新制御モデル。ティルブル

〈17）大住『ニュー・パブ弓ックマネジメント』4◎頁一、同ガパブリック・マネジメント蟄1頁～を参照した。

（18）もともとのテイlj・・一主義は、科学的管理法のことをいう。本来は現場の成行管理（仕事のやり方を決めないで賃金を決めていた）のままで

　　労働者が創意工夫して能率的な仕事をすると、それを真似た他の使用者が賃：金の単緬を切り下げて、これに対応して使用者がその労働者

　　の賃金を下げるという問題意識から、高い賃金のまま生産費を低く掬えるために標準的作業時間を測定し1日当たりの課業を設定し、課業

　　を達成したところには高いボーナスを与えようとした仕組みである。ただ、人間を機械と同じように扱う側面がみられ、熟練工がしてい

　　たplaR－do－seeのうちplakとseeの機能を奪門声調が行うことにL、熟練工がd◎だけを担うこととしたため、人問疎外の状況を生み出したと

　　いわれている。経営学は、その後、ホーーソン工場の実験を通じて人間関係管理の考え方をとりいれていく。企画と執行の分離というNPM

　　の基本思想は、結局、テイラー主義における人間疎外の轍を踏むことになるのではないかという危惧がある。

（19）稲継駄事・給与と地方露治』259頁によるフッド氏の見解。なお、駄原社会問題研究所雑誌』書評欄オンライン版・佐藤副司書評によると

　　Norbert　Altmann，　Christoph　Kohler　and　Pamela　Meil（ed．）『Technology　and　Work　in　German　Industry』にも、ニュー（ネオ）・テイラー

　　主義が出てくる。http：／／◎◎hara．mt．tama．kosei．ac．jp／sh◎hy◎／satoul．htinl参照。

（20）毎期浩一一・・「N　P　Mのパラドックス？一「規制国家」現象とr触媒；政府」の本質」日本行政学会編『日本の行政学（年報行政研究36）』ぎょうせい、

　2001年、177頁以下。

〈21＞大住髄P瓢による経営革編94頁D

（22）大住『NPMによる経営革新』98頁～、同「NPMによる行政革命』日本評論社、2003年、15頁～を参照した。

（23）国土交通省、国土交通政策概究第8号、客員研究官論文、大住荘四郎「北欧型NPMモデルニ分権型から集権的システム改革へ」（20◎2年）が

　　ある。http：〃www．mlitgo．jp／pri／se三ka／PDF／kkk8pdf

（24）スウェーデンとデンマークの類似性については、大住『NPMによる経営革新』55頁～を参照。ここで大住は、デンマv一・一Lクを北欧型として

　　いて、98～99頁の分類（Nascholdの論文を引用）と合っていない。

（25）財務省財務総合政策研究所『「民間の経営理念を導入した予算・財政のマネジメントの改革」報告書』（2001年6月）は、大住氏の分類を参照し

　　てオランダの検討もしているが、財政改革の視点からの調査のため、市民主導のタイプの意義について価値ある分析を欠く。
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　　　クの改革それ自体の検討はほとんど紹介されていない。

・　大住分類にプロットされていない国々の改革について

【アメリカ】

・　70年代からの予算管理手法の改革の流れ、自治体レベルでの

　　改革（オレゴン・ベンチマーキング）の成功（26）⇒　タリン

　　　トン政権下の政府に波及（NPR）〈27＞。大住分類でいえば、顧

　　客選択モデルというよりは、契約モデルの方が近いか。た

　　だし、小ブッシュ政権の改革は、薪保守主義に基づく薪市

　　場主義的改革が推進されているという（PMA－President’s

　　Management　Agenda）。内容的には、よりサッチャー政

　　権的な施策に近い（競争入札の導入など）ので、その限りで

　　現在は、顧客選択モデルに分類されるかもしれない（28）。

【ドィ．ツ】

・　オランダ・ティルブルクの改革成功を参照して、NSM（新

　　制御主義。”new　steering　model”）という改革が進められ

　　る〈適度にコントロールされた民営化と市場メカニズムの緩

　　やかな導入を伴いつつ、成果主義などの行政内部の機構改

　　革に重点を置く。〉＜29＞ドイツの改革を上記の3モデルの市

　　民主導型モデルと位置付けることもできるという見解があ
　　る（30）。

　5　NPMの変質と展望
・　古典的なNPM　⇒　住民・市民を顧客と見立てて、いわゆ

　　る営利企業の経営主義的手法を導入することを主眼として

　　いた。

・　しかし、日本でNPMを推進しようとする研究者は、むし

　　ろ、戦略性とかトップ・マネジメント性を重視し、そこへ

　　の住民の参加・協働をとなえる視点を強めている〈大住〉。

　　ただし、その経済学・社会学における思想的な基盤は乏し

　　い（イギリスのPPPの考え方を取吟入れている？）

・　少なくとも’住民の参加・協働をとなえるH本のNPM論者（経

　　済学者、政治・行政学者、一部の行政法学者）は、そもそも

　　アメリカなどで進められていた市民参加の実践やアカデミッ

　　クな基盤を踏まえた議論の展開はしていないのではないか。

・　ただし、世界の政治社会経済に現時点では圧倒的ポテンシャ

　　ルを占めるアメリカが、かなり市場重視の改革を続けてい

　　るので、世界各国の改革は、その点で、顧客選択モデル（市

　　場重視型）のNPMが現実的に進められていかざるを得ないの

　　ではないかく後述のPPPは、その点において、　NPMの亜流

　　ないし補完にならざるをえないという立場）。

　6　H本の政府組織におけるNPMの展關状況
・　三重県・北川知事県政で進められた改革（事務事業評価制度

　　の導入など）、NPMという位置付けが与えられていた。

・　国も、少なくとも、2001年1月の中央省庁再編と、同年4月

　　の独立行政法人制度創設は、NPM的な改革手法に位置付け

　　られる。

・　小泉構1造改革2001年骨太方針は、次のように述べている。

　　（下線一田中による）

第5童　経済財政の申期見通しと政策プ日セスの改革

　4。数体プBセスの改革

（2＞嘱しい行政手法

　G）me　2．一パブリックマネージメント

　国民は、納税者として公共サービスの費用な負損しており、公共サービ

スを提供する行政にとってのいわば顧客である。国民は、納税の対価とし

て最も価値のある公共サービスを受ける権利を有し、行政は顧客である国

民の満足度の最大化を追求する必要がある。

　そのための瓢たな行政手法として、ニュ「パブリックマネージメントが

毯獅勺に大きな流れとなっている。これは、公共部稽においても企業経営

的な手法を導入し、よ琴効率釣で質の高い行政サービスの提供を霞指すと

いう革砥酌な行政運営の考え方である。その理論は、①徹底した競争原理

の導入、②業績／成果による評価、③政策の企画立案と実施執行の分離と

いう概念に基づいている。

　（ii）改革方策

　海外では、この考え方は、①民営化・行政法人化を推進する、②業績や

成果に関する目標、それに対応する予算、責任の所在等を契約などの形で

明確化する、③発生主義を活用した公会計を導入する、などの形で具体化

されてきている。例えば、イギリスでは、行政の各公野においてr市場化

テスト」を行い、民闘でできることはできるだけ民間に委ねるとともに、

民間にできないものについても実施執行部門をできる限環テ政法人化する

などの改華を進めている。

　我が国の行財政改革を推進していく上でも、こうした新しい行政手法の

考え方を十分に活かし、政策プロセスの改革を図っていくことが重要であ

る。異体的には、

　・公共サービスの提供について、市場メカ瓢ズムをできるだけ活用して

いくため、「民間でできることは、できるだけ民間に委ねる」という原則の

下に、公共サービスの属性に応じて、民営化、民間委託、PFIの活用、独

立行政法人化等の方策の活用に関する検討を進める。

　・事業に関する費用対効果などの事前評価等によって、維持費用も含め

てそれに饗する費用を確確化し、事業の採否や選択などの政策決定に反映

する。

　・業績や成果に関して§標を設定し、責任を明確にしつつ、実際に行わ

れた事業の結果を事後的にも評価し、これを通じて致策決定、予算、人事

評価愈どに適切にフィードバックしていく。

　・こうしたことによって、目標達成に向けた柔軟で効率的な行政運営を

可能とし、行政のマネージメント能力を高める。その際には、適正な行政

運営を確保するための監査などが重要となる。

・このような行政運営手法を実現し、国民に対する説明責任を高めるた

め、情報公開制度などの定着を図るとともに、公会計制度のあり方につい

ても、発生主義など企業会計的な考え方の活用範翻や貸借対照表の抽象範

霞などについての検討を進め、行政コストや公的部門の財務状況を明らか

にするよう引き続き努める。その際、諸外国における発生主義を活用した

予算等の案態について検討を行う。

・　その後の改革も、NPMの言葉は使わないが、その趣旨に
沿っている改革が進められている。（31）

四　PPPの思想、背景、制度の概要と田本の政府組織における

　展關状況

　1　意義

●　PPP（Public　Prlvate　Partnerships）は、イギリス・ブレ

　　ア政権が、NPMでは公共サービスの質的改善は不十分で

　　あったという評価から、「行政のスリム化、官から民への考

　　え方に加え、行政、民間企業そして国民・住民との役罰と

　　責任の再構築」を目指す考え方として擾示されたもの（32＞が

（26）オズボーン＆ゲーブラー　野村隆監修・高地高司訳『行政革命（原著名Reinventing　Government）』日本能率協会マネジメントセンター、

　　1995年。原著は1992年）が集大成的著作、

（27）National　Performance　Review一政府叢記評価法一に基づく評価や公会計制度改革などが行われている。

（28）（みずほ総研論集2004年ll号）http：／／wwwmizuho－rLcojp／research／economics／pdf／argument／mronO402－1．pdf

（29）志野公子『ドイツ自治体の行財政改革』法律文化社、2003年。連邦政府としては郵便の民営化が上げられよう。なお、磯村篤範「ドイツにお

　　ける行政改革・NPMと行政法学」山村恒年編『新公共管理システムと行政法』167頁参照。

（30）上記磯村篤範「ドイツにおける行政改革・NPMと行政法学」論文180頁の注（4）参照。

（31）法制度の分析として、近村編狸薪公共管理システムと行政法』第3部で言及されている。

〈32＞宮脇淳窪公共経営論至P｝｛P概究所、2◎03年、61頁。
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　　原型である。

・　目的一公共サービスの提供方法、公共サービスを担うプロ

　　ジェクトの多様性を確保すること。単純な官から民への民

　　営化論ではなく、公共サb・ビスの重要性を再認識しその質

　　を高めるために、平民の協力を進める。〈33＞

・　実践アプローチとして（34）、①公的資金によるユニバーサル

　　サービスの重要性を再度確認すること、②公的部門が官民

　　協力の実践を率直に受け止めること、③公共サービスの購

　　入者と提供者を明確に区分すること。サービスの委託に責

　　任を負う公共機関とサービスを提供する機関を区別するこ

　　とが有用、④PPP理論の適用が正しい解決方法であるか
　　否かを評価する明確な基準（35）を形成することとされる。

　2　思想

・　PPPの背景には、　r第三の道」思想が語られている。

・　「第三の道jはブレア政権が、そのブレーンである社会学者ギ

　　デンズの概念を用いて政治の場で使用したことから広まつ

　　た。旧労働党の社会民主主義（第一の道）と、サッチャー政

　　月下での新自由主義（第二の道）の間の折衷的な道として「第

　　三の道」概念を提示する。市場と福祉（社会）の融合をとき、

　Positive　Welfareという（36）。

・　アメリカ・クリントン政権がこの言葉を使用していたことが

　　あるものの、現時点では、イギリス以外の欧米において、

　　この概念を積極提示する国はほとんどない。

3　内容

・　PPPは、社会資本の整備という点で、イギリスにおいて、

　手法としてはPFl手法と密接な関連性を有する。（PFl

日本版PPPイ公共サービスの民問開放」（経済産業省・経

済産業研究所「日本版PPP研究会」『日本版PPP（Public

Private　Partnership：公共サービスの民間開放）の実現に

向けて』2002年5月22日）

E本版PPPに向けての5つの方向性一①競争環境の構築と

透明性の確保、②顧客主義の確立、③最適な手法を選択で

きうる環境の整i備、④新たな官民の役割の構築、⑤噺しい

公益」の多元的な提供の考え方の構築

PPPとして公共サービスを提供する事業者以外は「顧客」と

してしか：登；湿しない

規制改革会議、規制改革・民間開放推進会議　⇒　答申によ

る施策展開

指定管理者制度導入（2003年）は、襲弊版PPPの一施策

の発展がPPPだという理解）

・競争入札方式から、ベスト・バリュー方式へ（4つのCによる

　　選択。チャレンジ性、客観的な比較、協議、競争）（3γ）

・パートナーシップの名において、公共サS一一・ビスの提供形態の

　　多元化が語られる（38＞。

・必要な基盤一①適切な財政資金の供給②首尾一一貫した理論

　　的根拠、③行政組織の意識とガバナンス〈統制）が明確化、

　④公共サービスの提供者の高い説明責任、⑤事業展開に国

　民・住民と行政に共に参加するという意識、⑥明確な証拠
　　に基づく決定（39）（以下「PPP前提6要件」という）

・民間が担うときの義務一⑦情報公開と説明責任、②責任体制

　の契約による明確化、③行政サービスも民間事業者等の情

　報に直：接アクセス可能、④契約書（案）の最初の作成者は行

　政、⑤公共サービス提供にいかなる役割を果たしているか

　によって法的適用の判断を行う（rPPP民間実施5要件jと
　いう）（40）

4　日本の政府組織における展開状況

・　指定管理者制度を原型PPPにプロットする見解（宮脇）（41）

・　経済財政運営と構造改革に関する基本方針2004（骨太の方針

　　2004）

第1部「重点強化期間」の主な改革

葉．「官から民へ」、F国から地方へ」の徹底

（1）郵数民営化の着実な実施

・平成t6年4月に経済財政諮問会議で取りまとめた「郵政民営化に関する

論点整理」を踏まえ、平成16年秋頃に民営化の基本方針を取りまとめ、平

成17年には民営化法案を提出する。

（2）規鰯改革・民間開放の積極的推進

・官でfsければできない業務の範囲を明確にするための「市場化テスト」

や、民間開放に関する数値目標の設定など、民間開放推進のための制度を

畢期に導入するため、平成t6年度中に制度設計を行うとともに、平成17

年度の試行的導入に向けて検討を進める。

・国及び地方公共団体の事務事業の民間への移管（民営化・民間譲渡。民

間委託）を推進するとともに、公共施設の民間による管理運営、利活用の

促進を図る。

・市場化テスト　⇒　公共サービスについて行政と民間が入札

　　をして競わせる仕組み。突き詰めれば、サッチャー時代の

　　強制競争入札と同じ（現：ブッシュ政権で競争的調達一com－

　　petitive　sourcing一として展開を模；索中。ただし、アメリ

　　カでは自治体レベルで進む一方で、連邦政府レベルでは公

　　務員の反発で必ずしも全面的な実施はされていない模様）

・　日本では、国レベルで17年度3事業8施設（ハローワーク、

　　社会保険庁、行刑施設）で試行。市場化テスト法の制定に向

　　けて動いている。（42）

・　日本版PPPをアジアに広めようとしている一経済産業省
　　「アジアPPP」一。〈43）

　5　報告者の評価

・　まず、民間化がありきという表現は、公共サービスの「民間

（33）匿名「ポストNPM：PPP理論の日本での可能性（1）一英国PPP委員会最終報告一」PHP政策研究レポート第55号（以下「ポストNPM
　　論文」という）、鎗頁。

（34）「ポストNPM論文」10～11頁。

（35）第一は、社会資本の充実を保証し公共サービスが全ての市民のユーズに応えるか、第二は、灘スト劇減の原則が満たされ、効率的で高品

　　質の公共サービスが実現されるか（公共サービスの質が低下した場合は、官民協力は央敗と評価される）、第三は、説明責任と是正責任が

　　公共サービス全体に浸透しているか、である。「ポストNPM論文」11頁。

（36＞三江幸治輯ew猟bllc鍛雛聡εme晶晶から隣三の道」ぜ共生」理論への展開』成文堂、2C｝e2年、42～52頁を中心に参照した。その社会保障観

　　に関しては、塩野谷祐一『経済と倫理』東京大学出版会、2002年、371頁以下が簡潔。

（37＞三石克孝［パートナーシップと住民参加」室井力編・榊原照準編集委員姓民参加のシステム改革細本評論社、2903年、99～199頁。

（38）宮脇淳『公共経営論』第7章（公共サービス編成）182頁～はそのモデル・形態の類型化を推し進めた概念モデルである。

（39）宮脇淳『公共経営論』69～70頁が示す、イギリスのPPP委員会最終報告（この報告はインターネットではヒットしない）の内容。

（4e）鳥脇淳松共経営論』7◎～71頁が示す、イギリスのPPP委員会最終報告の内容。ただし、5番目の意味はよくわからないので、本報告で

　　は、以下の展開において十分には考察しない
（41）宮脇淳が公共経営門下8頁。

（42）http：／／www．kisei－kaikaku．go．jp／market／を参照。著作として、本間正明監修『概説市場化テスト　官民競争時代の到来』NTT出版、2005

　　年参照。

（43）経済産業省「アジアPPP研究会」最終報告書（2◎05年4月）。下記のホームページを参照。

　http：／／www．meti．go．jp／press／20050422007／050422asia．pdf
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開放」ではなく、「民間解放」ではないのか？（44）「民間ででき

ることは、できるだけ民間に委ねる」という原則は、開放の

　　範疇を超えている。

・　評価　⇒　PPPはNPMの延長線上にあるもの。とくに賃

本版PPPは、衣替えしたNPMそのもののように思われ
　　る。

・　よって、こうした観点から日本で進められている改革に基づ

　　く行政運営を、NPM＝PPP型行政蓮営と表記する。

・　NPM＝PPPは良い思想か？たとえば、企画と執行の分離

　　は、アメリカのような職能がはっきりして報酬が明確化さ

　　れているような組織には使い勝手がよいかもしれないが、

　　企画部門が現場の情報から離れれば離れるほど、そもそも

　　適切な企画が打てるのかという疑問、あるいは、オペレー

　　シesンだけをやれといわれたもののモラールダウンへの無

　　配慮：などの問題がある。

・　しかし、これが問題だからといって薪しい鰯度に抗ってみて

　　も、住民の支持をとりつけられなければ（45＞、短期間、当該

　　関係者にとってはそれで済むかもしれないが、長期的に

　　は、当該関係事業そのものへの住民の信頼を尖わせる。

・　NPM罵PPP型行政運営におけるデメリットをできる限り

　　回避して、良い点を伸ばすことを求めるべき。

五　NPM　＝PPP型行政運営における各種自治体改革手法の制

　度化と指定管理者制度

　肇　葭治体におけるNPM＝PPP型行政運営の制度化状況
　①「業績／成果」による統制一経営資源の使用に関する裁量を広

　　げる

　　行政評価・政策評価制度、公会計制度改革一（46）、ABC（活

　動基準漂価計算〉／ABM（活動基準管理）〈47）、エージェン

　シー一地方独立行政法入制度（2◎◎4．4．1～）後述、公務員の給与

　に成＝果主義を導入

　②市場メ九ニズムの活用（民営化、エージェンシー化、契約型

　　システム）ボ市場化テスト

　　民営化推進、PFI、地方独立行政法入（再掲）

　③顧客主義

　　マエユフェスト選挙

　④ヒXラルキーの簡素化（分権化）

　　地方分権（自治体内分権）、独立行政法入、組織の統廃合、フ

　ラット型（階層を少なくした）組織

　2　地方独立行政法人制度

・　国の独立行政法人制度の地方版

・対象事業が限られてVる。①試験研究機関、②公立大学、③

　　地方公営企業法適用事業（水道、交通、病院など）、④社会

　　福祉事業、⑤政令で定める公共施設の運営、⑥①～⑤の付

　　帯事業

・⑤について、介護老人保健施設と、「会議場施設、展示施設

　　又は見本市施設であって総務省令で定める規模以上のもの」

　　　⇒　省令が未面出

・　省令に関して国の通知（48＞は、「国際見本市市場施設、国際会

　　議場施設、国際展示場施設等独立の組織とするだけのまと

　　まりがある大規模な施設等を定める予定」と記載。

・　博物館関係　⇒　国立の博物館は独立行政法人化したが、少

　　なくとも、自治体設立の博物館く機能的に博物館に相当する

　　もの）は、単独では、地方独立行政法人化することはできな

止
・　なお、既に管理委託している事業、施設等については、地方

　独立行政宿入化は予定されていない〈49）。

　現在のところ、公立大学のみが地方独立行政法人化（公立大

　学法人）しているのみ

　大阪府立病院が地方独立行政法人化を予定していて、定款に

　ついて、議会の議決を得ている（2◎◎5年3月）。今後、認可

　　申請・認可の手続か。

3　指定管理者制度の各自治体の対応等

　指定管理者制度そのものの説明は省略（これまでの検討に負

　　う〉

　国の動向⇒既述

　自治体の動向（全体の鳥鰍は困難）

①改正地方自治法施行直後に、管理委託を予定して準備してい

　た慮治体　⇒　急遽指定管理者対応をしたため、条例等の

　整備が泥縄的

②行政改革ないし財政再建志向の強い自治体では、管理部門

　が、財政改革の手段として注目し、総括的な制度を管理

　⇒　この場合、外郭団体（出資団体等）のリストラ（委託料・

　補助金の肖彗減）をあわせて志向する

③既設管理受託団体があるところ　⇒　団体所管部局（団体固

　守）と財政・行革当局（財政負担軽減のための公募等の志向）

　で思惑が異なる（ただし、当該関係部局に配置されている

　「人」によって取り組みかたはまちまち）

④Top層　⇒　団体役員がOBの受け懸になっているところで

　は、選挙民への配慮とは異なった思惑を秘めているのでは

　ないか

⑤いずれにせよ、スムースな管理という点で、平成18年4月

　を、既存管理委託施設の指定管理者制度移行時期と定めた

　準備が進められている。

六　のぞまれる制度の運用に関する視点

　1　報皆者の基本的な考え方（博物館に限らない）

・　公共サービスの民間「解放」的立場にはたたない。

・　しかし、利用者・納税者の視点に立ったとき、公共サービス

　　の提供について最少の経費で最大の成果をあげることが重要

（44＞政府の公式文書では誤植的に表記されることがある。意味的に、眠問解放」を捲醸したものとしては、木佐茂男「地方自治法制の変動とこ

　　れからの自治体のあり方」札幌市『都市問題調査報』第27号（2005年）5頁が最初ではないのか。

（45）二宮・晴山編『公務員制度の変質と公務労働』所収論文では、NPM－PPP型行政運営を原理的な面も含め批判して公務労働のあるべき

　　論を展開している。ポイントは、民問の雇用環境の厳しい中で、住民が「支払った血税に見合った仕事をしている」と評価してくれるかど

　　うかではないか◎

（46）一一tw会計ないし普通会計について、いわゆる民問の企業会計と岡様に、貸借対照表の作成を行うなど決算財務諸表の改革を行う。

（47）事務を「活動」に分け、その活動ごとに時間単位を測定するなどして活動単位の原価・経費を産出し、経費削減のマネジメントツールとす

　　る。

（48）「地方独立行政法人法及び地方独立行政法人法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律の施行について」2003年7月ユ7日付け総務省自

　　治行政局長・同省密治財政局長・文部科学省高等教育局長通知。以下「地方独立行政法入法施行通知」という。

（49＞地方独立行政法人法施行通知は、（廃止や民間譲渡の可能性について検討した上で、）F公の施設の指定管理者麟渡：の活用等と比較検討し、

　　地方公共団体自らが実施するよりも地方独立行政法人を設立して行わせる方が効率的・効果的に行政サービスを提供できると判断される

　　場合」としている。つまり、直営施設についての基準で述べている。いずれにせよ、地方独立行政法人の設立は最終的には国の設立認可が

　　ないと法人を設立できない。なお、総務省の指定管理者制度所管の関係者による執筆文献は「指定管理者制度を用いるよりも地方独立行政

　　法長を設立して行わせる方が効率的・効果的に行政サービスを提供できると判籏される場合に地方独立行政法人鋼度によることが適当」（成

　　田頼醗監修『指定管理者鋼度のすべて塞第一法規、．2◎◎5年、14◎頁〉と、ほぼ明白に管理委託からの地方独立行政法人化を否定している。
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　　　⇒　施設の性格ごとに最大の成果（＝公共性の実現）をあげ

　　られるのであれば、その者が行政（政府）の一部を構成する者

　　でなくても、施設の管理の主体となることはあって良い。

・　財政危機を招来している自治体では、優先順位を定めなが

　　ら、後世に残すに適切な水準で社会資本〈社会基盤施設、こ

　　こでは公の施設）を維持する線で成果を定め、その成果をあ

　　げる中で最少の経費・負担ですむ運営形態とするのも、や

　　むをえない（その選択は住民に委ねるべき〉〈5◎〉

・　イメージ図

公
平
性

Q

O　　　　　　　　P　　　　　　　　効率性

1．Pは効率性の、　Qは公正性の必要水準である。

2．法執行主体には、QとPいずれの水準も満たす領域（図の

色の濃い部分）内にあり、原点からの長さが最大のものを選

択することが、その自治体法に限れば、最善となる。

　（出典：田中孝男・木佐茂男『テキストブック自治体法務』

　ぎようせい、2◎◎4年、le7頁）

【補足説明】

・公正性一住民福薇の直接的な向上に係る諸指標の達成水準

・効率性一当該公共サービスを提供するコスト（経済性という言葉のほ

うがわかりやすいが、成果　費用という意味での効率牲の語を用いる〉

・　指定管理者制度を導入するときは、（その思想的基盤への評

価を措き、）rp　PP前提6要俳」・「PPド民問実施5要件」

を満たし、かつ、NPM改革としてのプリンシパル・エイ

ジxント理論に即した制度の設計と運用が必要と考えられ

　　る。

・　施設の指定管理者三等を考えるときには、当該施設に関する

　政策評価が前提（59。

・既設の施設の評価手法の確立が必要だが、巷間でなされてい

　　る事務事業評価は不適切では？

・　なぜならば、施設の設置H的の明確化とその目的達成度を評

　価するための期間単位のB標が必要である。だがそうした

　　目標が設定されていなか。たり、その目標が、たとえば単

　　純な来所人数など適切さを欠いていたり、といったケース
　　がある（52）。

　評価の基準となる目標について、民主的な正当性が付与され

　　ていない（現場のお手盛り目標設定だったり、管理部門の恣

　　意的な設定だ。たりする）

　評価の基礎となる財務諸表データがない（複式簿記の欠如か

　　ら適切な財務データがない。施設のサービス原価がまとも

　　に測定できない）

　綱々の施設の運営に関して中長期的な戦略や計画を持たない

　　こともある、仮にあっても財政面での目標設定がアバウト

　か、全体政策との体系的整合性を欠くものがある。

2　指定手続に係る法制度・現状の評価

　条例にゆだねられている事項が多い。⇒各自治体の政策能力

　が問われている〈53＞。

【指定管理者制度の一般的関心事】

・　条例　⇒　指定管理者候補者の選定　⇒　議会の議決　⇒

　　指定処分＋協定書　⇒　管理開始

・　選定手続において　　⇒公募・非公募
【問題点】（54）

・施設の指定管理者制度の実施をするかどうかの民主的な決定

手続がない（公の施設設置条例は、指定管理者制度を導入し

得るかどうかを定めるにすぎず、その施設を指定管理者化

することを規定するものではない）。現実には、内部的な方

針で指定管理者嗣度の準備をし、その後条例整備をしてい

る。

PA理論から行けば、指定管理者のモニタリングは、組織内

部にいる以上に強化しなければならないが、法制度自体は

モニタリングをかえって低めている（貧弱な地方薗治法の規

定）。この点に配慮した条例は、管見の限りではないし、必

要性が制度提案者に理解されていない。

第三者評価制度を導入する地方独立行政法人制度と比べて

も、指定需給中の業績評価制度がなく、現在見られる標準

的な条例で整備されている事例もない。

同様に、指定管理者の情報公開がより積極的になされなけれ

ばならないが、せいぜい、第三セクター法人に準じた情報

公開制度を整備するのみであり、ディスクロージャーの観
点も乏しい〈55＞。

ただし、上記の欠陥は、直営施設においても是正されなけれ

（50）ただし、現実に当該決定に参画する住民は、現行世代のみである。莫大な公債を将来に残す意思決定を変えられない現行世代が「将来翰墨」

　　のために良い意思決定を担保する仕組みが必要となる。たとえば、博物館等の文化施設についても便益が将来世代にも含む長大なものと

　　なるから、現行世代が目先の財政負担だけに目を向けて適切な意思決定（少なくとも図の望ましいQ点以上）をしてくれるかどうかは、重

　　要な検討事項である。

（5D仮に新設施設でも、当該施設の運営に関して、主体を変える、施設で提供するサービス水準を変えるなどのアセスメント（事萌評価〉がで

　　きるし、必要である。

（52）東京都における事例（行政評価の問題点と写真美術館の例）に関し、澤村明「第4章　NPOの資金調達と評価、マネジメント。補論：評価

　　の事例」後藤和子・福原義春編『市民活動論』有斐閣、2005年、i19～124頁を参照。

（53）成田頼明監修『指定管理者釧度のすべて』43～44頁は、「指定管理者制度は、地方分権時代における地方自治鋼管の弾力化の方向性に沿い、

　　制度設計にあたって法令による規律密度をできるだけ低くしており、地方公共団体の創意工夫が働きやすいものとなっている」とする。

（54）ほかに個人情報保護などの問題があるが、ここでは、議論を単純化するために、NPM＝PPP型行政運営がうまく機能するという視点

　　からの制度のあり方についてのみみていく。なお、指定管理者の個人情報保護の制度的担保も現行のやり方では全く不十分類ある。この
　　点に関しては、田中孝男「自治体における詠人情報保護のあり方」『自治体力としての職員力（地方自治職員慨修臨蒔増刊76号〉』（公職硯、2◎◎4

　　年）15～22頁、同「自治体における個人情報保護とコンプライアンス」『自治体学研究』（神奈川県自治総合研究センター研究部発行）第90号、

　　48～53頁を参照。また、指定管理者劇度は、いわゆる指定法人制度を参照した剣度設誹だとされているが、指定法人剃度に係る行政法学

　　的論点からの諸問題とあるべき制度（具体的例として、指定時の告示処分の必要性）についての言及は、ここでは、行わない。

（55）ここでいうディスクロージャーは、利害関係者の意思決定に有益な情報を積極的に提供することを意味する（経済学・経営学等のディスク

　　ロージャー論では、「積極的」ではなく「適宜」と説明されるのが通例のようだが、公の財産において信託財産を用いて活動をする主体にお

　　いては、積極的に情報を開示しなければ意思決定に有益な状態にはならないと考えるため、このように定義する）。趨治体の情報公開翻心

　　は、請求があってから隠さずに出す（ないし正当な理由があって出さないと答える）ものにすぎず、ディスクrm・一ジャーにならない。
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ば一ならないものがある（業績評価・情報公開など）。その限

りで、直営施設の指定管理者化に関する検討は、「市場化テ

　　スト」と結果が類似する〈56＞ものになる。

・　利凋料金制度に関する議論の欠如（指定管理者制度のテキス

ト・解説本において利用料金制度の蓮用のあ9」方に適切な

　　考察をするものはない〉

・細評的な利用関係がある施設（保育所など）については、当該

　　利用関係から指定管理者に移行するときの法的閣係につい

　　ての議論が不十分（公設公営の保育所に関して公設民営化す

　　るときに、父母から訴訟が提起されている事案があり、裁

　　判実務一親から見て結果が不当なものかもしれないもので

　　さえ一が確立していない）。

【改革案】

　〈条例ないし制度関係〉

①個々の施設に関する評価制度（評価の基準となる目標・計画

　　設完を含む）の確立とその条例による統制

　　⇒　施設のミッションの明確化

　　⇒　　マネジメント・ツーールとして、国立博物館、国立美術

　　館等独立行政法人の中期目標、三期計画、年度計画は役に

　　立つのか？

　　⇒　専門的ではないため内容を判断する能力がない。ただ

　　し、　自治体で策定する評価の前提となる目標・計画の項

　　目　・要素について、上記独立行政法入施設をどのように参

　　考にし、どこが適不適かを明確にした上で、設定莇にE

　　標・計画の案を、地域の住民・専門家に提示し、了解をえ

　　るべき◎

　　⇒　　なお、市場化テストなど、声問が担った方がより有効

　　かという観点から、独立行政法人欄度の評価鋼度をみて

　　も、ABCといった比較不能な、かつ、　AがE立つf万歳評

　　麺」のため、具体的に指定管理者熱度を導入するかどうかを

　　決める方々の満足を得るものではない。

　　⇒　　手法的には、神奈川県立近代美術館のPFI事業に用

　　いられた総合評価制度を発展させるべきかもしれないく同館

　　の実態を完全には理解していないので、それが良いという

　　趣旨で述べるものではない）。

似下、指定菅理者制度導：ス蒔♪

②　指定手続

・指定管理者制度をとるか否かについての手続の条例による規

　　制（現実には、「委託」と同じ感覚で、職員団体等との協議を

　　経て指定管理者制度導入の是非が確言寸されていると思われ

　　るが、交渉事一ごと一のため、当周と組合の力関係によっ

　　て物事が決している面がないか、少なくとも多くの住民は

　　疑っているのではないか）。上記①の施設評価とも関連す

　　る。

・　上言己手続を設けないならば、1）公募案件にあっては、公募時

　　に、なぜ、直営としないのか（細論から摺定管理者制度に変

　　更しようとするのか）の説明義務、2）非公募案件にあって

　　は、なぜ直営としないのか、なぜ公募しないのかの説明義

　　務を、課す（PPP6前提条件②、④、⑥）。

・　募集から選定までのプ饗セス　⇒　公募の有無にかかわら

　　ず、選定過程の公正透明性・選定結果の妥当性が必要くPP

　　P6前提条件②～⑥）

・　既存条例　⇒　公募するかどうかと、候補者選定の抽象的基

　　準のみであり、これでは、上記が担保されない。

・　候補者選定を行政処分としない構成（多数）⇒　司法的救済

　　封殺　⇒　私法契約においてさえ整備され始めている苦情

　　処理手続さえ持たないという意味での下作

　・　総：合評価制度、提案制度等の契約手法に準じた候補者選定手

　　続の整備と、選定・非選定の理由提示義務、申請者のPR

　　権、第三者による選定手続の整備〈条例化）選定手続への住

　　民参加（公聴会、パブリック・xメントなど）（P　PP6前提

　　条件②、④、⑤、⑥〉

・　選定手続の行政処分としての争訟可能性。最低でも苦情処理

　　手続の整備

・　申請者に、自らがその施設管理をとおして自治体の公共性の

　　実現に対してどのような役翻を果たすのか、企業の経営理

　　念はどうなっているのか、全社における公共的価値実現に

　　向けた取り組みはどうなっているのかを申請時に様式に記

　　載させ、その適否を判断する（PPP民間案施5原則⑤）

・協定書素案は、公募時（非公募時には選定予定先）に同時公表

　　（契約型システム。PPP民間案施5原則④）。

・　議案審議における充実化（PPP6前提条件②～⑥）

・指定告示（指定の旨のみではなく、名称、代表者、責任者、

　　指定期間、委託料等）

③　指定管理者の施設管理業務に関する情報公開の徹底　⇒　公

　　隠すべき情報の内容を、①により明確化する。

・　事業報告は、評価制度に基づく事業計画の達成状況に対する

　　報告にさせる。（要条例事項）（PPP民間実施5原則①）

・　収支計画と収支計算書を事業報告に含むことを条例で義務付

　　ける。その前提として、施設に係る区分経理を義務付け

　　る。（PPP民間実施5原則①）（京都市の通則条例を参照）

・　指定管理者の管理による施設については、もし、直営施設が

　　争訟企業並の財務会i自象度を構築して収支計算をした場合

　　と比べると、財務の透明性が著しく下がる。

　　指定管理者の収支一i一　fi治体の資金収支の合算が必要になる

・　事業報告・収支決算書について外部監査ないし自治体等（監

　　査委員・外部監査人）の監査を受ける義務（条例。監査証明書

　　添付）。義務違反に対する罰則（PPP民間実施5原則①）（57）

・　事業報告等のlnetによる公表、公衆縦覧・閲覧（施設と主た

　　る事務所備え付け、住民等からの閲覧請求へ応じる義務）制

　　度の条例化（PPP民間実施5原則①）

・　事業報告・中間報告の義務付け（PPP民間実施5原則①）

・　その上で、指定管理者を、情報公開条例の案施機関とする。

　　（PPP民間実施5原則①）

・　利用料金制度に係る原価情報　⇒　承認制度においては、通

　　常、上限が条例で定められている。当該承認に係る基準の

　　整備（自治体側、行政手続条例上の義務）

・　承認料金限度内の各種料金施策（割引）に関する届出制創設

　　（条例）

・　指定管理者の当該施設管理に関する薗治体個別外部監査の対

　　象化（PPP民間実施5原毛①）

④契約型制度における報酬・劇裁、直径体面の確立

・　施設サービスの裁量拡大（供用時問拡大等延長区分に応じた

　　料金設定）⇒条例が弾力条項を有していないときは整備

・　指定管理者による行政的権限行使く施設の使用許可）に関する

　　審査基準、処分基準等の自治体による認証・認可蝋画の創

　　設くPPP前提6条件③）

・　指定管理者指定保証金預託義務（可能性検討）＝施設に付する

　　損害賠償保険金相当額。

・　指定管理者における当該施設の管理に係る責任者の選定義務

　　（条例化）（PPP民間案施5原則②）

・　当該責任者の義務・義務違反に対する罰則（PPP民間実施

（56）市場化テストは、民間のビジネスチャンス拡大（民でできるものは民で）を基調としているが、私見は、住民（将来世代を含む）の福利増進

　　（税による負担増は福利を減ずるもの）を基調とする。

（57）監査コストがかさむが、アカウンタビリティの趣旨からいえば当然の措置。ちなみに、直営施設であっても同様の措置が必要と考える。
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　　5原則②）

・　業務提供不十分時における責任者解任、その他の行政処分

　　（手続の整備一処分基準、聴聞手続）

・　施設利用者の苦情処理体制（指定管理者・自治体。条例では

　　一般的体制のみ規定か）

・　指定管理者の管理業務に対する質問検査・書類提出輪転・立

　　入検査権付与（地方自治法244条の2第1◎項の具体化〉、その

　　罰則による担保（PP鈴罠悶案施5原劉③）

・　自治体における指定管理者への外部評価制度（PPP民間実

　　施5原則③）

・　利用料金一承認料金。承認の告示（自治体）、施設内における

　　利用料金明示（公告）義務（指定管理者）（PPP前提6条件⑤）

⑤議会の議決と協定の締結

・　PA理論的には契約型発想にたっとして、当該協定の法的性

　　質についてなお議論がある。

・　先行する条例にあっては、指定議決後協定を締結する旨と主

　　要な協定事項について記すが、不十分　⇒　選定候補者に

　　関する協定書案の自治体側からの提示・交渉（PPP民間実

　　施5原則④）⇒仮協定（停止条件付協定）⇒　議決⇒指
　　定処分・本協定締結（58）

⑥指定期間満了時の再指定における外部評価（PPP前提6条

　　件⑥）

⑦指定期間満了時における好業績の指定管理者に対する希望に

　　よる再指定（報酬一PA）

⑧指定取り消し時の実績報告提出義務（地方自治法条文不在部

　　分の補完）

〈協定関係〉

①MRI指定管理者標準協定書（59＞の評価すべき点と問題点（N

PM・PPPの視点から）

・　指定管理者の立場から作っているので、指定管理者があらか

　　じめ懸念する事項がわかる。自治体と指定管理者の対等性

　　を強調しているが、これはPA理論から論外の暴論だが、

　　「契約型システム」という観点からここの条項においては、

　　自治体側で顧慮しなければならない項目もある。

・　ただし、行政法に対して知見がないのか基本的な法令を違反

　　して規定する条項（取り消し手続に事前協議制導入？）、指

　　定管理者が設けるために都合の悪い内容を意図的に盛q込

　　まない（情報公開、欄入情報保護）など、到底甘受できない

　　内容がある。

・　本案は、あくまで事業者側の案であって、PPP民間案施5

　　原則④にあるように、協定原案設定者は、自治体側である。

・　第3条2項（民間事業の尊重）⇒税金の基盤に特定民間事業者

　　の利益獲得活動を保証するための制度ではない（要削除）

・　第ll条（業務範囲の変更〉⇒協定の本質であって、協定改定で

　　ある。条例の内容は変更できない（その変更を求めるという

　　ことは、指定管理者が指定取り消しを求めるということに

　　しかならない）。業務範囲の変更の提案権は、あっても良い

　　が、それは、ここに規定するべきものではない。（要削除）

・　第14条（再委託の制限）⇒業務の一部の委託（全部は想定して

　　いない）ものと思われるが、これだと全部は委託できるかの

　　ように読まれかねないので、「全部又は一部」と記すべきも

　　の。

・　第15条（改修費等の分担）⇒　現場でトラブルになっている事

　　項と灰聞しているが、この案のままでは、修繕と改修の区

　　分が不明確。趣旨は理解するも、小規模修繕に要した経費

も、その経費の発生原因が責に帰す理由が指定管理者側に

ある場合は格別、本来は、設置者たる自治体が負担すべき

もの。結局、一定額を基準として、指定管理者側の責任で

起こした修繕を金額を基準に定型的にしたものか。なお、

指定管理者の不適切な管理行為によって発生した修繕経費

は、高額であっても指定管理者が負うべきものであること

は当然である。本案では、その特劉を定めたようになって

いて不適切（「第27条に規定する場合を除き、」といった句を

付する）。

第17条の情報管理規定は不十分（これはMRIも承知してい

て、解説において「できる限り具体的かつ詳細な記述をする

ことが望ましい」としている。たとえば、利用者情報の情報

結合・利用の禁止（当該施設の効用向上のために必要なアウ

トリーチ活動等において利用を認めることがありうるが、

それは、最：低限、自治体の個癖情報保護審議会で付議・是

認の意見をえるべきである〉など多数ある。

第18条（備品1）一自治体の物品管理規定の適用をどうするの

か。すべて貸与ならば、単に「良好に管理する」ではなく

て、台帳の整備等を義務付けるべき。

第19条（備品H）一所有権の帰属が不明確（引渡し時に自治体

に移転するというのであれば、明確にすべき）。備品につい

ても、岡じフレームで管理（台帳整備等）させる必要があ

る◎

第2◎条（業務計画）一私見でいう年度計画に相当する。条例に

おいて計画事項について規定していないならば、協定にお

いて、計画に盛り込むべき主要な事項を規定しなければなら

ない（現行案の不十分性）。業務計画規定事項に対応した事

項ごとに業務実績報告において規定するという当たり前の

マネジメントサイクルが、このままでは達成できない。指

定管理者たる民間は自治体を舐めているのか。なお、解説

によれば、自治体の確認時の意見提出権を記すが、協定の

文言からは読み取れない。

第21条（業務報告）一外部の監査・審査を受けるべきことにつ

いて条例を受けて具体的に規定すべきもの。（要追加）

第22条（確認・改善勧告）一解説は「費用の詳細や指定管理者

の会社全体の経理状況についてまで求めるべきでない」とし

ている。後段については、施設の管理に直接必要といえな

いかもしれないが、その会社が当該施設管理業務以外にお

いて経営が悪化し、倒産しかねない場合は、当該施設管理

業務霞体に支障をきたすし、前段については当然に自治体

側において把握すべき事項であって、指定管理者が拒否で

きるものではない。（解説の不適当性）

第25条・第26条関係（利用料金）一解説は、必要最小限の記述

で一例を定めるにとどめたとするが、そもそも行政処分（認

可料金的性格）で構成される利用料金劇度について理解した

記述ではない。認可申請一公聴会心認可の手続が基本構造。

なお、料金の告示、掲示義務は、公定料金として当然。

第28条（第三者賠償）一国家賠償法の基本構造を理解している

とはいえない協定書文言と解説。まず、本施設において利

用者等に対してなした損害賠償は、指定管理者の施設管理

従事者が施設とは全く関係のない業務であることが客観的

に明白でない限り、国家賠償法の規定により、自治体に賠

償責任が生ずる。同時に、指定管理者も、不法行為を行っ

ているのであり、両者は、不真正連帯債務を負ってVる。

よって、第28条は、基本的には、連帯賠償における損害分

担に関する基本的な考え方を示すものとなる。

（58）協定を指定処分の付款と位当付けるのではなく、指定処分と付随して締結される公法上の契約という理解。

（59）http：／／www．mri．co．jp／PRESS／2005／prO50324＿rmcO3．pdf。ここでの検討は、同（a9　1版）に対するものである。以下においては、「標準協

　　定書」という。また、その解説については「解説」という。
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・　自治体に賠償義務が生じるから、原財として、他入に損害を

　　及ぼした事故等が発生したときは、直ちに自治体に報告さ

　　せることにすべき。

・　同条1項ただし書きは、甲乙双方に責任がある場合なのか、

　　甲に責任がある場合なのか（その場合「ただし書き」では受け

　　られない）不明確。

・　第29条（付保険）一現行において自治体が保険をかけていたと

　　きの扱いなどもある。

・　第36条（指定取り消し）一この協定は違法である。指定の取り

　　消しは不利益処分であって、当事者の協定により内容が決

　　せられるものではない。その手続は、行政手続法（行政手続

　　条例ではないかという説あり）によって行われる。1項各号

　　の内容は、不利益処分の処分基準であるからこれは協定事

　　項ではない。仮にこのような処分基準を自治体が設置した

　　として、当該処分基準の提示を協定でうたうのみ。2項の

　　事前協議は論外（完全な違法）規定であって、同処分は、法

　　律に基づき告知・聴聞の手続によって進められる。

・　第37条く申出による指定取り消し）・第38条〈不可抗力による

　　指定取り消し）一本来は、条例事項とすべき内容ではないの

　　か。

・　第42条（自主事業）一想定されている事業（おそらく、体育館

　　の管理において自治体が最低限の業務としては掲げていな

　　い事業、たとえばエアロピック教室）は、行政財産の目的外

　　使用許可により行うものを除き、指定管理者の自主的な施

　　設の管理行為であって、自主事業ではない。当該自主事業

　　にあっても、利用料金制度となるのではないか（よって、自

　　主事業の利用料金の承認については、条例上「指定管理者が

　　虚無的に企画し及び実施する事業に対する利用料金につい

　　てはあらかじめ首長が承認する範囲内において指定管理者

　　が定める額」といった上限の設定が必要である〉。

②協定に盛り込むべき事項（上記で触れたもののほか、主なもの）

・　指定管理者が備え付けるべき帳簿類（雑則の部分に記すのが

　　常識ではないのか）

・　情報公開に関する規定（標準協定に一切ないため）。帳簿備え

　　付け・一定の書類に関する公衆縦覧義務・情報公開義務

・　決算審査

・　経理方法（利用料金収入手続を含み規定がずさん）

・　定期的な業務報告（普通の定例的な業務委託契約は、月1回

　　は簡素でも業務報告書を提出させているはず。より公共性

　　の高い指定管理者で報告しない仕組みを構想する神経が考

　　えられない）

・　指定管理者の管理体制の報告義務、苦情処理手続、行政処分

　　権に関する審査基準等設定における自治体の関与（指定管理

　　者の業務とした場合）

・　指定管理者従業者が事実上公的業務に従事していることに対

　　する嶽治体の責任（職員研修のうち、自治体の出盛みその他

　　の公共的な事項は、自治体が自治体の負担において、自治

　　体の研修施設等において、指定管理者の従業員教育をすべ

　　きではないのか一グループ企業の子会社の従業員に対する

　　教育を親会社の研修組織が行っているではないか）

指定管理者化可能施設について、地方独立行政法人化のほ

か、施設の廃止⇒民問譲渡という仕組みもある。こうした

点で、指定管理者網度全体について、より相対化した検討

視点も必要。

同様に、いわゆる「行革」ツールとしての指定管理者制度とい

う発想による諸施策が進められている中では、管理部門等

の認識と報告の間には大きな乖離があるおそれがある。同

様に、本報告は、指定管理者制度の背景思想・原理からそ

れをよく達成するに求められる手法という演繹的アプロー

チから望ましい仕組みの提書をしているため、現状（ないし

自治体・指定管理者候補団体の能力）との間に乖離があるお

それ。

純法律：論的考察は不十分（例えば、公立社会福祉施設の管理

を、純民間会社を指定管理者として指定することは、本来

は、憲法89条違反問題を招来する。ほぼ誰も検：討していな

い）

2　今後の指定管理者制度

平成18年度までのある意味でのドタバタ措置は、改正法施行

対応という点でやむをえない面があるが、次の指定期間に

おける指定の実務をより実りあるものとするための、施設

評価等の基準のあり方のレベルアップなどが望まれる。

3　自治体運営改革手法への展望

・　外郭団体・出資団体の経営改革、良治体によるガバナンスの

　　あり方と指定管理者綱度との開係

・　市場化テストなるものへの対応が聞近。指定管理者剃度は、

　一つの試金石に否応なくさせられている。

七　検討不十分の項目、今後の指定管理者制度、自治体運営改革

　手法の展墾

　1　検討不十分の項目

・　指定管理者のCSRに関する考察と、その担保方策に関する

　検討
・　ここでは、利用者と指定管理者との関係についての考察をし

　　ていない（継続的な利用関係のある入所施設の指定管理者化

　　などについて〉
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